
沼に流入する根戸幹線排水路の流末に沈殿槽を設け浮遊物等を除去する。また、手賀沼に直接流入する
施策目的・

(2)目的 、生活排水に対して適正な処理を行うための取り組みを推進します。また、降雨に伴い道路や市街地から流 事業目的 排水路を含む市内主要排水路の水質及び底質を監視する。
展開方向

入する汚濁負荷の削減を図るため、国に対し負荷対策に関する調査研究の推進と効果的な対策の促進を働き
・手賀沼(２箇所）年１回、主要排水路（８箇所）年６回の水質調査を実施する。 手賀沼及び主要排水路の水質･底質の監視
・生活排水対策推進計画に基づき、水環境の状況を踏まえた施策を総合的、計画的に展開し、生活排水対策   ・手賀沼　　　：手賀大橋付近年１回（１１月頃）
を推進していく。 当該年度   ・主要排水路：①根戸幹線排水路　②宿幹線排水路　③つくし野川　④我湖排水路　⑤布湖排水路　⑥湖

執行計画 北集水路　⑦中里幹線排水路　⑧布佐幹線排水路　年６回
(3)事業内容 内　　容 生活排水対策推進計画の見直し

水質汚濁を防止するため、手賀沼の水質・底質調査（年１回）、主要 想定値 7当該年度
排水路の水質調査（年６回）を実施し、異常水質（底質）を監視する 単位 回

活動結果指標 実績値 7回数

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼の水質・底質調査（年１回）、主要排水路の水質調査（年６回）を実施し、水質汚濁を防止する。 間接 異常水質（底質）を監視する回数 回 7 7

令和 3年度 手賀沼の水質・底質調査（年１回）、主要排水路の水質調査（年６回）を実施し、水質汚濁を防止する。 間接 異常水質（底質）を監視する回数 回 7

令和 4年度 手賀沼の水質・底質調査（年１回）、主要排水路の水質調査（年６回）を実施し、水質汚濁を防止する。 間接 異常水質（底質）を監視する回数 回 7

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

手賀沼及び主要排水路水質底質調査業務 2,434 手賀沼及び主要排水路水質底質調査業務 2,434 1,760 手賀沼及び主要排水路水質底質調査業務 2,434 手賀沼及び主要排水路水質底質調査業務 2,434
９月補正予算 △674

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,434 合　　計 1,760 1,760 合　　計 2,434 合　　計 2,434
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,434 1,760 1,760 2,434 2,434

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 435 435 435 435

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,874 2,195 2,195 2,869 2,869
(11)単位費用

410.57千円／回 313.57千円／回 313.57
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市は、水質汚濁防止法上、生活排水対策重点地域に指定されているため、浄化対策の基本的かつ重要な事業として手賀沼 ●①事前確認での想定どおり
及び主要排水路の水質・底質の定期的かつ継続的な監視を行うことが不可欠である。同法の規定に基づき、生活排水対策 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 推進計画により、浄化対策を推進していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内の主要排水路の異常水質を監視し、生活排水等による手賀沼の水質汚濁を防止するため、定期的な水質調査を実施し
た。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共用水域の水質汚濁防止の観点から、市が水質の状況を把

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 握する必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼及び主要排水路の水質・底質を監視する。 手賀沼の浄化・再生を図るため、定期的に主要排水路、手賀 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 沼の水質・底質を調査した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7 7 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業実施計画のとおり、今年度の事業を完了した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,195 679 2,195 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

23.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.32

回 10万円 0.32 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
手賀沼及び主要排水路の水質・底質調査を実施し、異常水質を監視する事業は、手賀沼の浄化・再生を図るため必要な事業であり、今後も継続
すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 238 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 手賀沼及び主要排水路の底質と水質監視 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和58年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,869 千円 (うち人件費 435 千円）⑦事業費
総事業費 5,773 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,195 千円 (うち人件費 435 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11102 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の水質を改善するため、下水道の整備や早期接続の促進、高度処理型合併処理浄化槽の設置補助など 手賀



置補助など 手賀沼に直接流入する汚濁物質を削減する。
施策目的・

(2)目的 、生活排水に対して適正な処理を行うための取り組みを推進します。また、降雨に伴い道路や市街地から流 事業目的
展開方向

入する汚濁負荷の削減を図るため、国に対し負荷対策に関する調査研究の推進と効果的な対策の促進を働き
・根戸幹線排水路流末に設置された移設式沈殿槽のスクリーン清掃及び適正な維持管理 ・根戸幹線排水路流末移設式沈殿槽維持管理の実施　　１回／月（１２回／年）
・老朽化した移設式沈殿槽の改修の検討（沈殿槽のあり方、財源確保の方法等）

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

維持管理の回数 想定値 12当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 当該施設の適正な維持管理 間接 １年あたりの維持管理の回数 回 12 12

令和 3年度 当該施設の適正な維持管理 間接 １年あたりの維持管理の回数 回 12

令和 4年度 当該施設の適正な維持管理 間接 １年あたりの維持管理の回数 回 12

老朽化している根戸幹線排水路流末移設式沈殿槽の更新内容及び方法
(7)事業実施上の課題と対応 ・沈殿槽の撤去時期については、千葉県で実施予定の特定外来生物（ナガエツルノゲイトウ、オオバナミズキンバイ）除去スケ 代替案検討 ○有 ●無

ジュールと調整する必要がある。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 移設式沈殿槽設置(更新)の検討 0 ＊ 移設式沈殿槽設置(更新)の検討 0 0 ＊ 移設式沈殿槽設置(更新)の検討 0 ＊ 移設式沈殿槽設置(更新)の検討 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.07 0.07 0.07 0.06 0.06
正職員人件費 616 609 609 522 522

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 616 609 609 522 522
(11)単位費用

51.33千円／回 50.75千円／回 50.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　手賀沼に直接流入する排水路からの汚濁物質を削減することは、沼の浄化に欠かすことができない。そこで、特にゴミ ●①事前確認での想定どおり
などによる汚れが目立つ根戸幹線排水路の流末に沈殿槽を設置し、浮遊物等を除去する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　宿幹線排水路については、根戸幹線排水路と同様の理由から流末に沈殿槽を設置し維持管理を行っていたが、老朽化に ○要
   背景は？(事業の必要性) より破損があり、維持管理の継続には修繕が必要であるが、手賀沼より水質がよいことや窒素以外の項目では環境基準値 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

を下回っていることから、平成２９年９月に撤去した。 定期的に維持管理・清掃業務を実施することにより、手賀沼に流入する汚濁物質の削減を図ることができた。
　根戸幹線排水路の流末の沈殿槽も同様に老朽化が進んでいるため、更新をはかる必要がある。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 手賀沼の汚濁物質の削減を図るため、接続排水路から流入す

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る浮遊物質を除去する浄化施設の維持管理については、市が
□その他 　促進された 主体となって実施する必要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼の水質を浄化するため、接続排水路からの浮遊物質の 浄化施設の維持管理清掃により、手賀沼の汚濁物質の削減を ●①想定どおり
□②生き物と共存している 流入を防止する。 図った。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
12 12 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事業実施計画のとおり、今年度の事業を完了した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 12 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 609 7 609 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.97

回 10万円 1.97 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、手賀沼に入るゴミ、浮遊物質を除去する浄化施設の維持管理であり、手賀沼の汚濁物質の削減のため今後も継続する事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 239 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 手賀沼浄化推進事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 根戸幹線排水路移設式沈殿槽の管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 609 千円 (うち人件費 609 千円）⑦事業費
総事業費 4,247 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11102 重点１ ○有 ●無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の水質を改善するため、下水道の整備や早期接続の促進、高度処理型合併処理浄化槽の設



く市民が手賀沼の水質浄化対策に取り組めるようにする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
施策目的・

(2)目的 植生帯整備などの浄化事業を促進するとともに、水質汚濁メカニズムの解明などのさらなる浄化対策の取り 事業目的 　手賀沼湖畔（我孫子市側）等の空間線量を測定し、放射性物質による手賀沼及び周辺環境への影響を把握
展開方向

組みや、植生分布の変化が懸念されるハス群落の拡大防止と適正な管理を県に働きかけます。また、市民に するとともに、ホームページに掲載し情報提供する。
千葉県による手賀沼水質調査で測定したＣＯＤ平均値を、市内の掲示板に３ヶ月に１回更新するとともに、 ・手賀沼水質情報（ＣＯＤ値）を掲示板に表示（手賀沼公園沖・毎月１回（公園掲示板のみ）、手賀沼中央
手賀沼に関するイベントなどの情報を提供する。併せて、水質情報を広報に掲載して市民に公表する。パン ・３ヶ月に１回）
フレットは２種類で約２０００部を作成している。更新ごとに見直しを行い最新情報の掲載と内容の充実を 当該年度 ・手賀沼イベント情報を市ホームページに掲載
図り、水質浄化啓発のために、各種イベントや船上学習などで配布する。手賀沼に関するホームページで、 執行計画 ・手賀沼湖畔における空間線量を測定し、市ホームページに掲載

(3)事業内容 内　　容 手賀沼に生息している魚等の情報を提供する。また、環境省において実施している手賀沼及び流入河川の放 ・パンフレット「手賀沼に暮らす生き物」及び「まもろう手賀沼」を隔年で改訂して増刷
射性物質モニタリングと同時期に手賀沼湖畔（我孫子市側）１４地点における空間線量を測定する。

手賀沼情報の更新回数 想定値 16当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 16

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼水質情報（ＣＯＤ値）を定期的に更新し、より多くの市民による手賀沼への関心を深める。 間接 手賀沼情報の更新回数 回 16 16

令和 3年度 手賀沼水質情報（ＣＯＤ値）を定期的に更新し、より多くの市民による手賀沼への関心を深める。 間接 手賀沼情報の更新回数 16

令和 4年度 手賀沼水質情報（ＣＯＤ値）を定期的に更新し、より多くの市民による手賀沼への関心を深める。 間接 手賀沼情報の更新回数 16

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

手賀沼水質調査委託料（公園沖） 191 手賀沼水質調査委託料（公園沖） 258 179 手賀沼水質調査委託料（公園沖） 258 手賀沼水質調査委託料（公園沖） 258
印刷製本費（まもろう手賀沼） 127 印刷製本費（手賀沼に暮らす生き物） 231 220 印刷製本費（まもろう手賀沼） 127 印刷製本費（手賀沼に暮らす生き物） 231
空間線量の測定 0 空間線量の測定 0 0 空間線量の測定 0 空間線量の測定 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 318 合　　計 489 399 合　　計 385 合　　計 489
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 318 489 399 385 489

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.11 0.11 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 957 957 1,044 1,044

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,374 1,446 1,356 1,429 1,533
(11)単位費用

85.88千円／回 90.38千円／回 84.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

手賀沼の水質浄化・再生に向けてこれまで、船上学習会や各種啓発パンフレットなどによる浄化のための啓発事業を積極 ●①事前確認での想定どおり
的に実施してきた。しかし、近年手賀沼の水質状況は横ばいであり、現在も環境基準値を達成できていない。今後も引き ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 続き手賀沼浄化・再生に向けた啓発を進めていく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

手賀沼の水質・自然環境の復活は、市民１人ひとりの協力・理解が不可欠であり、水質情報の提供やパンフレットなどを
活用して浄化、再生への取り組みを啓発することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民の手賀沼浄化に対する意識を高めるため、市が手賀沼の

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 浄化・再生に向けて水質調査を実施し、情報提供する必要が
□その他 　促進された ある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼の浄化啓発のため、水質情報などをホームページ、パ 手賀沼の水質情報について、ホームページや公共機関の掲示 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ンフレット、掲示板を活用して幅広く情報を提供する。 板にて提供している。またパンフレットなどを活用して浄化 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 、再生への取り組みを啓発している。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
16 16 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

水質調査結果の情報について、計画どおり更新できた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 16 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,446 △72 1,356 93.78
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.11

回 10万円 1.18 106.31

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、手賀沼の浄化・再生に向けて、多くの市民が手賀沼に関心を持ち、浄化啓発に取り組める事業であり、今後も継続すべき事業である
。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 240 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 手賀沼浄化の啓発 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 手賀沼情報の提供 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成26年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,446 千円 (うち人件費 957 千円）⑦事業費
総事業費 3,061 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化・再生を図り、かつての豊かな生態系の復活につなげるため、国や県が行う北千葉導水事業、 広



が手賀沼の汚濁の現状や生態系の再生状況などを知ることを通して、市民自らの浄化活動を促進する。
施策目的・

(2)目的 植生帯整備などの浄化事業を促進するとともに、水質汚濁メカニズムの解明などのさらなる浄化対策の取り 事業目的
展開方向

組みや、植生分布の変化が懸念されるハス群落の拡大防止と適正な管理を県に働きかけます。また、市民に
小学校や市民団体等からの申し込みにより、船上から、手賀沼の歴史、汚濁の原因、汚濁の推移等について ・市内小学生（４・５・６年生）船上学習会（通年）
説明するとともに、動植物などの状況を観察する。（所要時間約６０分） ・市民団体による船上見学（通年）

当該年度 ※参加者へ啓発用パンフレットを配布
執行計画

(3)事業内容 内　　容

船上学習及び船上見学の参加者数 想定値 450当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 317

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 多くの市民に手賀沼の浄化啓発をするため、参加者数を増加させることを目標とする。 間接 参加者数 人 502 450

令和 3年度 多くの市民に手賀沼の浄化啓発をするため、参加者数を増加させることを目標とする。 間接 参加者数 475

令和 4年度 多くの市民に手賀沼の自然と親しむ機会を提供、また、浄化啓発の推進を図る。 間接 参加者数 500

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

船借上料 458 船借上料 460 438 船借上料 460 船借上料 460

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 458 合　　計 460 438 合　　計 460 合　　計 460
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 458 460 438 460 460

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 2,175 2,175 2,175 2,175

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,658 2,635 2,613 2,635 2,635
(11)単位費用

3.8千円／回 5.86千円／回 8.24
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

２７年間、湖沼水質汚濁日本一であった手賀沼は、これまでの国・千葉県・流域市や市民団体などの取り組みによって水 ●①事前確認での想定どおり
質が改善してきている。しかし、未だ国の環境基準には達していないため、さらに浄化活動を進めていく必要がある。こ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ のため、船上学習を通して、市民が手賀沼の汚濁の原因や生態系の再生状況などを知ることにより、市民レベルでの手賀 ○要
   背景は？(事業の必要性) 沼浄化に向けた取り組みを進める必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

手賀沼の汚濁原因・現状の水質・手賀沼の歴史を手賀沼と触れ合いながら実施する事業は、参加者１人ひとりの手賀沼浄
化再生の意識を高めることができる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内の小学生を対象とした船上学習を実施し、国、県、市、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 団体等の取組み等について説明し、手賀沼浄化に向けた意識
□その他 　促進された を高める必要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 小学校の校外学習や市民の自主的な学習活動と連携している 船上学習実施にあたって、校長会等を通して市内小学校へ案 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 。 内し、参加を呼びかけている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼の浄化啓発のため、遊覧船を使用して船上学習を実施 手賀沼の水質が汚濁した原因や浄化に向けた取り組みなどを ●①想定どおり
□②生き物と共存している する。 学習することにより、手賀沼浄化の意識が高められた。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
502 450 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症対策として定員を３７名から１５名に減らしたことに
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 317 70.44

より、当初の事業計画より参加者数が少なくなった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,635 23 2,613 99.17
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症対策として定員を３７名から

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 １５名に減らしたことにより、当初の事業計画より参加

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 17.08 者数が少なくなった。

人 10万円 12.13 71.02

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、手賀沼の浄化に関心をもってもらうために効果的であり、今後も継続すべき事業である。そのため、参加者を増やしていくことが課
題である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 242 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 手賀沼浄化の啓発 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 手賀沼船上学習の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成元年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,635 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 2,560 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化・再生を図り、かつての豊かな生態系の復活につなげるため、国や県が行う北千葉導水事業、 市民



啓発を図るため、市民に手賀沼や環境について学ぶ機会を提
施策目的・

(2)目的 辺の保全などの核となる事業を推進します。また、くらしの中で自然が感じられるよう、「手賀沼沿い斜面 事業目的 供する。
展開方向

林保全条例」と「緑地等保全及び緑地の推進に関する条例」に基づく指定やその維持管理に対する助成など
・手賀沼親水広場や水の館を活用し環境レンジャー等との連携による環境学習を実施する。 ・小学生対象環境学習会（プランクトンネット、廃材利用の工作他）
・手賀沼親水広場・水の館を活用した環境学習の充実を図る。 ・カヌー体験教室

当該年度 ・夏休み船上学習
執行計画 ・手賀沼水辺探検 など

(3)事業内容 内　　容

環境学習事業の実施回数 想定値 12当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 多くの市民に機会を提供するため、事業の実施回数を増加し、参加者数を増加させる。 直接 参加人数 人 305 350

令和 3年度 多くの市民に機会を提供するため、実施回数と参加者数を増加させ、身近な自然環境の大切さやより一層の親しみを感じてもら 間接 参加人数 人 360
う。

令和 4年度 学習の機会を増やし、多くの市民に自然環境の大切さを感じてもらったり、環境への負荷を少なくするライフスタイルへの転換 間接 参加人数 人 370
を図ってもらう。
今後は、手賀沼親水広場の展示物やプラネタリウム、鳥の博物館等との有機的な連携により魅力あるプログラムを実施する必要

(7)事業実施上の課題と対応 がある。また環境学習メニューの充実を図るため、講師を引き受けていただける人材を新たに発掘する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 40 消耗品 40 30 消耗品 40 消耗品 40
傷害保険料 15 傷害保険料 15 6 傷害保険料 15 傷害保険料 15
運営委託料（カヌー他） 40 運営委託料（カヌー他） 40 0 運営委託料（カヌー他） 40 運営委託料（カヌー他） 40
船借上料（20,000円×2回） 40 船借上料（22,000円×2回） 44 44 船借上料（22,000円×2回） 44 船借上料（22,000円×2回） 44
講師謝礼 85 講師謝礼 85 13 講師謝礼 85 講師謝礼 85

＊ 水の館を活用した環境学習の検討 0 水の館を活用した環境学習の検討 0 0 水の館を活用した環境学習の充実 0 水の館を活用した環境学習の充実 0
９月補正予算 △40

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 220 合　　計 184 93 合　　計 224 合　　計 224
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 212 177 93 217 217

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 8 □特会 ■受益 □基金 □その他 7 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 7 □特会 ■受益 □基金 □その他 7
換算人数(人) 0.07 0.06 0.06 0.07 0.07
正職員人件費 616 522 522 609 609

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 836 706 615 833 833
(11)単位費用

69.67千円／回 58.83千円／回 102.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民団体や行政の取り組みにより手賀沼の水質は改善したが、水の汚濁の程度を表すＣＯＤ（化学的酸素要求量）の数値 ●①事前確認での想定どおり
は、依然として環境基準値を達成していない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 手賀沼の水質浄化や自然環境の保全をさらに進めて行くためには、環境について学び、体験する機会を市民に提供し、こ ○要
   背景は？(事業の必要性) れを通して手賀沼や自然環境に関する一人一人の理解を深め、環境保全活動を促進する必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

環境学習を実施し、手賀沼や自然環境に関する理解を深めることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市の自然環境について、市が市民に学習機会を提供す

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ることにより、環境学習の推進を図る。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 環境保全に関する活動を行っている団体等と連携して事業を 環境ボランティアリーダーである環境レンジャーと連携し、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 計画・実施している。 環境学習を実施している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 本事業は、手賀沼の浄化啓発や自然環境保全を目的としてい 廃品を利用した工作や手賀沼のプランクトン学習など、自然 ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 環境保全を意識した環境学習を企画し、実施している。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
305 350 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、当初の事業計画どおり実施することが
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 145 41.43

できなかったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 706 130 615 87.11
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、カヌー体験など６事業を中止
したため。

15.55

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響により、カヌー体験な

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ど６事業を中止したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 49.58

人 10万円 23.58 47.56

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市の自然環境に関する理解を深めてもらうために必要な事業であり、継続すべき事業である。そのため、今後も環境学習メニューの
充実を図る。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 243 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 環境学習の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 746 千円 (うち人件費 522 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 706 千円 (うち人件費 522 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11301 重点１ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの市民が自然にふれあい、憩うことができるよう、市民との連携により谷津ミュージアムや古利根沼周 手賀沼の水質浄化や水環境の保全に関する意識



ティバルや 市民団体と市が実行委員会を組織してエンジョイ手賀沼を開催することで、手賀沼の浄化・再生活動への誘
施策目的・

(2)目的 Ｅｎｊｏｙ手賀沼！、手賀沼花火大会などの手賀沼にかかわるイベントや手賀沼周辺の自然観察会、農業体 事業目的 引や手賀沼を大切にする心を育む。
展開方向

験などを引き続き実施します。また、広報や市ウェブサイト、ＳＮＳ、パンフレットなどの活用やパブリシ
市民団体、事業者及び行政で実行委員会を組織し、手賀沼の浄化・再生を広く市民に呼びかけるイベントで ・実行委員会（６回）７月～５月
ある。毎年５月の第２日曜日に開催し、パネル展示、バードウォッチングや手賀沼船上見学会をはじめ、音 ・広報掲載（５月）
楽演奏などを通して、訪れた人々が手賀沼とのかかわりや水質浄化を考える機会を提供するものである。 当該年度 ・イベント開催（５月）

執行計画
(3)事業内容 内　　容

実行委員会への参加 想定値 6当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 エンジョイ手賀沼実行委員会の委員として多くの市民や団体に参加を呼びかけ、手賀沼の水環境保全啓発や魅力の発信を図る。 間接 エンジョイ手賀沼への参加者数 人 13,000 15,000

令和 3年度 エンジョイ手賀沼実行委員会の委員として多くの市民や団体に参加を呼びかけ、手賀沼の水環境保全啓発や魅力の発信を図る。 間接 エンジョイ手賀沼への参加者数 人 15,000

令和 4年度 エンジョイ手賀沼実行委員会の委員として多くの市民や団体に参加を呼びかけ、手賀沼の水環境保全啓発や魅力の発信を図る。 間接 エンジョイ手賀沼への参加者数 人 15,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

エンジョイ手賀沼負担金 250 エンジョイ手賀沼負担金 250 0 エンジョイ手賀沼負担金 250 エンジョイ手賀沼負担金 250
９月補正予算 △250

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 250 合　　計 0 0 合　　計 250 合　　計 250
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 250 0 0 250 250

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.19 0.19 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,653 1,653 1,740 1,740

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,010 1,653 1,653 1,990 1,990
(11)単位費用

335千円／回 275.5千円／回 275.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

これまでの様々な取り組みによって、手賀沼の水質は改善されてはいるものの依然として環境基準に達成していないため ●①事前確認での想定どおり
、引き続き、市と市民と市民団体がイベント活動を通して連携し、流域住民の環境意識を高めていく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

手賀沼の魅力を知ってもらうイベントであり、多くの市民に参加いただくことにより、手賀沼の浄化啓発の取り組みを推
進することができる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が支援することによりイベントが充実し、手賀沼の浄化啓

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 発活動を推進することができる。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体で構成している実行委員会が企画・運営を実施して 市民、市民団体が実行委員会形式で運営している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り いるイベントである。市は、実行委員会に加わり、イベント ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 運営を支援している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼にふれあい、親しめるイベントであり、手賀沼の浄化 手賀沼の自然環境、魅力を感じていただき、手賀沼に愛着を ●①想定どおり
□②生き物と共存している 啓発も目的としている。 持ってもらうことをテーマとして実施している。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
13,000 15,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、中止したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,653 357 1,653 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響により、中止したため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 907.44

人 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、手賀沼の魅力を生かしたイベントであり、多くの市民が参加していることから今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 244 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 エンジョイ手賀沼 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ エンジョイ手賀沼実行委員会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成11年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,903 千円 (うち人件費 1,653 千円）⑦事業費
総事業費 1,010 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,653 千円 (うち人件費 1,653 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11203 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの人が手賀沼の魅力に気づき、その価値を認識してもらえるように、ジャパンバードフェス



県が行う北千葉導水事業、 市と市民が協働で手賀沼の浄化・再生を進める。
施策目的・

(2)目的 植生帯整備などの浄化事業を促進するとともに、水質汚濁メカニズムの解明などのさらなる浄化対策の取り 事業目的
展開方向

組みや、植生分布の変化が懸念されるハス群落の拡大防止と適正な管理を県に働きかけます。また、市民に
・手賀沼清掃、手賀沼写真コンクールの開催、てがぬまカレンダー作成、稚魚放流の実施などより多くの市 ・幹事会・総会の開催（４月・５月）
民に手賀沼との関わりを持ってもらうような事業を展開する。 ・手賀沼清掃事業　　６月、９月、３月の３回実施、特定外来植物の駆除、ふれあい清掃の支援
・構成団体：手賀沼漁業協同組合、我孫子手賀沼漁業協同組合、手賀沼貸舟業協同組合、我孫子市廃棄物処 当該年度 ・手賀沼写真コンクール事業　　５～６月一般募集、７月審査会、８月表彰式、１２月入選作品展
理協業組合、ＮＰＯ法人アルバトロスヨットクラブ、我孫子市 執行計画 ・浄化啓発事業（親子釣り大会・イベントでのアクセスディンギー体験、カヌー体験・船上学習会）

(3)事業内容 内　　容 ・稚魚放流４回／年実施　・てがぬまカレンダー・ポストカードの作成及び販売　・船上学習（年１２回）

活動事業数 想定値 6当該年度
単位 本

活動結果指標 実績値 6

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼に対する市民の関心を高める。 間接 活動事業数 本 6 6

令和 3年度 手賀沼に対する市民の関心を高める。 間接 活動事業数 本 6

令和 4年度 手賀沼に対する市民の関心を高める。 間接 活動事業数 本 6

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

クリーン手賀沼推進協議会負担金 700 クリーン手賀沼推進協議会負担金 700 700 クリーン手賀沼推進協議会負担金 700 クリーン手賀沼推進協議会負担金 700

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 700 合　　計 700 700 合　　計 700 合　　計 700
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 700 700 700 700 700

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.78 0.88 0.88 0.78 0.78
正職員人件費 6,864 7,656 7,656 6,786 6,786

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,564 8,356 8,356 7,486 7,486
(11)単位費用

1,260.67千円／本 1,392.67千円／本 1,392.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

農業用水や内水面漁業だけでなく、流域市民の憩いの場として利用される手賀沼は著しい都市化の影響を受けて生活排水 ●①事前確認での想定どおり
が大量に流入しアオコが発生するなど水質汚濁が進行した。湖沼水質保全特別措置法の指定湖沼となって以降、県が湖沼 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 水質保全計画を策定し、現在各種浄化施策を推進している状況である。一方、手賀沼に関わる事業所等で構成される本協 ○要
   背景は？(事業の必要性) 議会は水質浄化及び啓発活動に取り組んでおり、今後も引き続き流域住民の理解と協力が重要なことから市民も参加でき ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る有意義な活動を推進するために支援する必要性がある。 手賀沼を活動拠点とする事業者、市民団体、市で構成される本協議会が年間を通して活動を行うことで、手賀沼の浄化啓
発の取り組みを推進することができる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が事務局として、それぞれの事業者や市民団体と調整を図

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ることで、円滑に事業を推進することができる。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 協議会は、手賀沼漁業協同組合、我孫子手賀沼漁業協同組合 手賀沼清掃、手賀沼写真コンクール、稚魚放流、カヌー・ヨ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、手賀沼貸舟業協同組合、我孫子市廃棄物処理協業組合、Ｎ ット体験乗船会等、市民や市民団体と協働で事業を実施して ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ＰＯ法人アルバトロスヨットクラブ及び我孫子市で構成し事 いる。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 業を展開している。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼清掃、浄化啓発を目的とした手賀沼写真コンクールの 手賀沼の浄化・再生を目的とした啓発活動を実施している。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 開催、てがぬまカレンダーの作成、手賀沼湖畔におけるヨッ ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している ト、カヌー体験、親子釣り大会、稚魚放流、手賀沼で船上学

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している 習会を実施している。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(本) 目標値(b)(本) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(本) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画どおり円滑に事業を実施できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,356 △792 8,356 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.47

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

本 10万円 0.07 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、多様な主体による広域的な取り組みを推進するという施策の実現に効果的な事業であり、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 245 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 クリーン手賀沼推進協議会の運営 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ クリーン手賀沼推進協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和57年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.88 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,356 千円 (うち人件費 7,656 千円）⑦事業費
総事業費 6,040 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化・再生を図り、かつての豊かな生態系の復活につなげるため、国や



げるため、国や県が行う北千葉導水事業、 手賀沼の水質浄化を進める一方、周辺の清掃を通して手賀沼に親しみ、手賀沼を大切にする気持ちを育むこ
施策目的・

(2)目的 植生帯整備などの浄化事業を促進するとともに、水質汚濁メカニズムの解明などのさらなる浄化対策の取り 事業目的 とにより、水環境保全啓発を推進する。
展開方向

組みや、植生分布の変化が懸念されるハス群落の拡大防止と適正な管理を県に働きかけます。また、市民に
市及び市民団体（我孫子野鳥を守る会、我孫子青年会議所、美手連、ボーイスカウト等）で構成される実行 実行委員会の開催（1回程度）
委員会により実施方法等を検討し、清掃場所等の事前協議を行う。手賀沼浄化啓発推進のため、市広報紙で チラシ作成及び広報掲載（11月）
より多くの一般参加者を募集し、毎年12月第1日曜日に清掃作業を実施する。 当該年度 ふれあい清掃実施（12月第1日曜日、雨天の場合は第2日曜日）

執行計画
(3)事業内容 内　　容

参加者数 想定値 450当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手賀沼清掃の参加人数を増やし、手賀沼浄化に対する市民の意識向上を図る。 間接 参加者数 人 371 450

令和 3年度 手賀沼清掃の参加人数を増やし、手賀沼浄化に対する市民の意識向上を図る。 間接 参加者数 人 450

令和 4年度 手賀沼清掃の参加人数を増やし、手賀沼浄化に対する市民の意識向上を図る。 間接 参加者数 人 450

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品（啓発用物資） 100 消耗品（啓発用物資） 40 0 消耗品（啓発用物資） 40 消耗品（啓発用物資） 40
通信運搬費（テレドーム電話料） 15 通信運搬費（テレドーム電話料） 15 0 通信運搬費（テレドーム電話料） 15 通信運搬費（テレドーム電話料） 15

３月補正予算 △55

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 115 合　　計 0 0 合　　計 55 合　　計 55
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 115 0 0 55 55

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22
正職員人件費 1,936 1,914 1,914 1,914 1,914

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,051 1,914 1,914 1,969 1,969
(11)単位費用

4.1千円／人 4.25千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

手賀沼の自然環境再生に取り組むためには、水質浄化に加え、その周辺の環境美化を進めることで、市民が誇れる沼とし ●①事前確認での想定どおり
て意識向上を図ることが必要となる。市民・事業者・行政が連携の輪を広げていくことで、手賀沼浄化啓発を推進する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

多くの市民が手賀沼への認識をもち、直接浄化、環境美化活動を実施することができる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民団体による実行委員会形式で事業を展開しているが、市

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が事務局として調整を図ることで、円滑に事業を推進するこ
□その他 　促進された とができる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市と市民団体（我孫子野鳥を守る会、我孫子青年会議所、美 市民団体が実行委員会形式で運営している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 手連、ボーイスカウト等）で構成する実行委員会で事業を企 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 画、実施している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼の浄化啓発を目的に、市民が参加できる水辺清掃を実 手賀沼周辺の清掃活動を通して、手賀沼の自然環境再生を認 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 施している。 識する事業である。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
371 450 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、中止したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,914 137 1,914 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響により、中止したため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 23.51

人 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、市民団体と協働で実施している事業であり、手賀沼の浄化、再生に対する参加者の意識を高める効果があることから、今後も継続す
べき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 246 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 手賀沼浄化の啓発 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 手賀沼ふれあい清掃 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ ふれあい清掃実行委員会 ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成 3年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,969 千円 (うち人件費 1,914 千円）⑦事業費
総事業費 1,549 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,914 千円 (うち人件費 1,914 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化・再生を図り、かつての豊かな生態系の復活につな



、国や県が行う北千葉導水事業、 ・水質浄化活動及び外来生物対策を展開するため、県、流域市と市民団体が連携を強化する。
施策目的・

(2)目的 植生帯整備などの浄化事業を促進するとともに、水質汚濁メカニズムの解明などのさらなる浄化対策の取り 事業目的
展開方向

組みや、植生分布の変化が懸念されるハス群落の拡大防止と適正な管理を県に働きかけます。また、市民に
・手賀沼浄化と生態系の保全、流域の環境保全を進めることを目的に毎年開催。行政、市民団体、研究機関 実行委員会への参加（月1回）
が実行委員会を作り企画・準備にあたっている。流域各地で体験学習などを中心に行っており、その地域で 広報掲載並びにポスター、チラシ等の掲示
の発見や情報を共有し、生物多様性について学ぶ場として、年１回全体会（講演会やシンポジウムなど）を 当該年度 地域企画イベントの開催
実施している。 執行計画 全体会の開催、会場の設営、準備

(3)事業内容 内　　容

全体会及び我孫子企画の開催回数 想定値 12当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 流域フォーラム全体会の来場者数を増やす。 間接 イベントへの参加者数 人 72 100

令和 3年度 流域フォーラム全体会の来場者数を増やす。 間接 イベントへの参加者数 人 100

令和 4年度 流域フォーラム全体会の来場者数を増やす。 間接 イベントへの参加者数 人 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

実行委員会への参加（企画等の協議） 0 実行委員会への参加（企画等の協議） 0 0 実行委員会への参加（企画等の協議） 0 実行委員会への参加（企画等の協議） 0
フォーラム開催の運営準備 0 フォーラム開催の運営準備 0 0 フォーラム開催の運営準備 0 フォーラム開催の運営準備 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.26 0.26 0.26 0.26
正職員人件費 2,288 2,262 2,262 2,262 2,262

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,288 2,262 2,262 2,262 2,262
(11)単位費用

152.53千円／回 188.5千円／回 282.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・手賀沼の浄化や生態系の保全を進めるためには、より多くの市民や流域の住民が浄化啓発活動等に取り組む必要があり ●①事前確認での想定どおり
、そのためには、手賀沼流域フォーラムのような、手賀沼の水質や浄化活動などに関する情報の積極的な発信の場が必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

手賀沼流域での地域イベントや１０月開催の全体会の開催により、手賀沼の環境について広域的に情報提供することがで
きた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 手賀沼の流域市が実行委員会に参画し、各イベントの企画・

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 準備の支援を行っている。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体（美手連等）が主体となり、イベントの企画運営を 市民団体が実行委員会形式で運営している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 実施している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼の浄化啓発を目的に、市民意識の高揚を図る事業を展 手賀沼の再生・復活を目的とした活動を実施している。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 開している。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
72 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症対策として、募集人員を減らして全大会（ワークショ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 53 53

ップ）を実施したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,262 26 2,262 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症対策として、募集人員を減ら

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 して全大会（ワークショップ）を実施したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.42

人 10万円 2.34 52.94

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、手賀沼の再生・復活を目指し、市民団体が中心となり開催している事業であるため、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 247 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 手賀沼浄化の啓発 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 手賀沼流域フォーラムの開催 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 手賀沼流域フォーラム実行委員会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 9年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,262 千円 (うち人件費 2,262 千円）⑦事業費
総事業費 760 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化・再生を図り、かつての豊かな生態系の復活につなげるため



るため、国や県が行う北千葉導水事業、 ・千葉県、流域市、利水団体、市民団体の間の連携強化により、手賀沼の総合的な水質浄化や生態系の再生
施策目的・

(2)目的 植生帯整備などの浄化事業を促進するとともに、水質汚濁メカニズムの解明などのさらなる浄化対策の取り 事業目的 を進める。
展開方向

組みや、植生分布の変化が懸念されるハス群落の拡大防止と適正な管理を県に働きかけます。また、市民に ・第７期湖沼水質保全計画を着実に推進する。
・水質浄化に必要な資料の収集及び調査研究 ・我孫子市が協議会から事業の一部を受託し、都市排水路浄化施設維持管理事業、手賀沼巡視事業、手賀沼
・汚濁防止対策など環境保全活動の推進 船上視察事業等を実施している。
・国など関係機関に関する陳情及び請願 当該年度 ・手賀沼水環境保全協議会担当者会、幹事会、総会への参加
・広域的な水環境保全啓発活動 執行計画

(3)事業内容 内　　容

受託事業の執行率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 第７期湖沼水質保全計画期間におけるＣＯＤ値達成目標 直接 手賀沼中央（環境基準点）のＣＯＤ値 mg／Ｌ 8.9 7.7

令和 3年度 第８期湖沼水質保全計画期間におけるＣＯＤ値達成目標 直接 手賀沼中央（環境基準点）のＣＯＤ値 mg／Ｌ 7.7

令和 4年度 第８期湖沼水質保全計画期間におけるＣＯＤ値達成目標 直接 手賀沼中央（環境基準点）のＣＯＤ値 mg／Ｌ 7.7

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

臨時職員賃金（2人） 1,228 パートタイム会計年度任用職員（資料・ 1,272 1,228 パートタイム会計年度任用職員（資料・ 1,272 パートタイム会計年度任用職員（資料・ 1,272
消耗品費 10 消耗品費 10 8 消耗品費 10 消耗品費 10
光熱水費（都市排水浄化装置電気代） 520 光熱水費（都市排水浄化装置電気代） 471 461 光熱水費（都市排水浄化装置電気代） 471 光熱水費（都市排水浄化装置電気代） 471
都市排水浄化施設修繕料 1,089 都市排水浄化施設修繕料 1,346 1,346 都市排水浄化施設修繕料 1,346 都市排水浄化施設修繕料 1,346
手賀沼巡視業務委託料 210 手賀沼巡視業務委託料 210 210 手賀沼巡視業務委託料 210 手賀沼巡視業務委託料 210
都市排水浄化施設維持管理委託料 1,769 都市排水浄化施設維持管理委託料 1,769 1,769 都市排水浄化施設維持管理委託料 1,769 都市排水浄化施設維持管理委託料 1,769
分析業務委託料 163 水質分析業務委託料 163 117 水質分析業務委託料 163 水質分析業務委託料 163

実施内容 船借上料 870 船借上料 500 132 船借上料 500 船借上料 500
水環境保全協議会負担金 2,390 水環境保全協議会負担金 2,564 2,332 水環境保全協議会負担金 2,564 水環境保全協議会負担金 2,564

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,249 合　　計 8,305 7,603 合　　計 8,305 合　　計 8,305
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,390 2,564 2,334 2,564 2,564

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 5,859 □特会 □受益 □基金 ■その他 5,741 5,269 □特会 □受益 □基金 ■その他 5,741 □特会 □受益 □基金 ■その他 5,741
換算人数(人) 0.52 0.5 0.5 0.52 0.52
正職員人件費 4,576 4,350 4,350 4,524 4,524

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,189 1,271 1,271 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,825 12,655 11,953 12,829 12,829
(11)単位費用

128.25千円／％ 126.55千円／％ 119.53
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

根本的な水質浄化対策を進めるためには、水域を管理する千葉県、手賀沼流域自治体をはじめ関連団体が連携し、総合的 ●①事前確認での想定どおり
に事業を展開する必要がある。また、手賀沼浄化事業を効果的に行なうには、地元自治体である我孫子市が事務の一部を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 受託して実施する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市が協議会の一部事業を受託することにより、手賀沼の浄化・啓発の推進に取り組むことができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 受託事業の中で浄化施設の維持管理、手賀沼の巡視業務等が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 主となっているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 構成団体である漁協や美手連と共に活動に取り組んでいる。 水生植物再生活用事業及び流域協働調査について市民団体と ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 協力して実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼の浄化、再生と生態系の復活を目的とした事業を展開 手賀沼の汚濁負荷の軽減等を図るための浄化事業、流域住民 ●①想定どおり
■②生き物と共存している する。 への啓発事業を実施している。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(mg／Ｌ) 目標値(b)(mg／Ｌ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(mg／Ｌ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
8.9 7.7 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

手賀沼の水質測定結果（COD値）が目標に達しなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 77
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,655 170 11,953 94.45
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 手賀沼の水質測定結果（COD値）が目標に達しなかった

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06

mg／Ｌ 10万円 0.08 75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、手賀沼の浄化に向けて広域的な取り組みをしている事業であるため、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 248 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 手賀沼水環境保全協議会（手水協）事業の推進 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 手賀沼水環境保全協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和57年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,655 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 22,906 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼の浄化・再生を図り、かつての豊かな生態系の復活につなげ



より谷津ミュージアムや古利根沼周 ・良好な水環境が保たれるよう古利根沼の水質汚濁を防止する。
施策目的・

(2)目的 辺の保全などの核となる事業を推進します。また、くらしの中で自然が感じられるよう、「手賀沼沿い斜面 事業目的
展開方向

林保全条例」と「緑地等保全及び緑地の推進に関する条例」に基づく指定やその維持管理に対する助成など
・古利根沼に流入している我湖排水路に設置した礫間浄化施設による水質浄化並びに施設の維持管理を実施 １．礫間浄化施設水質調査３回／年（夏季及び維持管理実施の前後）、２．礫間浄化施設清掃１回／年（１
する。また、下水道未整備地域からの生活排水について、中峠排水路浄化施設による水質浄化及び施設の維 月の５日間）、３．中峠排水路浄化施設維持管理８回／年、４．中峠排水路浄化施設修繕１回／年、５．中
持管理を実施する。 当該年度 峠排水路浄化施設水質調査６回／年　６．古利根沼水質調査１２回／年及び底質調査２回／年(上流部：取
・古利根沼の中心に我孫子市と取手市の境があるため、それぞれの市で中央部及び上流部の水質調査を月１ 執行計画 手市・中央部：我孫子市)

(3)事業内容 内　　容 回実施し、水質情報の交換を行う。また、異常水質発生時の対策として監視を行う。
・中峠排水路浄化施設のあり方の検討。平成２８年度に中峠台地区の下水道整備が完了したにも関わらず、
排水路から高負荷の流入が継続している原因を調査し、同施設の今後のあり方について検討する。 委託業務の執行率 想定値 100当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 礫間浄化施設及び中峠排水路浄化施設の維持管理を実施して汚濁物質の流出を防止するとともに、水質底質調査を実施する。 間接 古利根沼のＣＯＤ値（年平均値） ㎎／ℓ 7.8 9

令和 3年度 礫間浄化施設及び中峠排水路浄化施設の維持管理を実施して汚濁物質の流出を防止するとともに、水質底質調査を実施する。 間接 古利根沼のＣＯＤ値（年平均値） ㎎／ℓ 9

令和 4年度 礫間浄化施設及び中峠排水路浄化施設の維持管理を実施して汚濁物質の流出を防止するとともに、水質底質調査を実施する。 間接 古利根沼のＣＯＤ値（年平均値） ㎎／ℓ 9

取手市と協力して水質浄化の推進を図る。中峠排水路浄化施設（四万十川方式）の維持管理に経費を要するが、下水道が敷設さ
(7)事業実施上の課題と対応 れていない地域も多いため、浄化効果のある当該施設を当面運用する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

礫間浄化施設水質調査委託料 173 礫間浄化施設水質調査委託料 149 115 礫間浄化施設水質調査委託料 149 礫間浄化施設水質調査委託料 149
礫間浄化施設清掃業務委託料 2,078 礫間浄化施設清掃業務委託料 1,942 1,870 礫間浄化施設清掃業務委託料 1,942 礫間浄化施設清掃業務委託料 1,942
中峠排水路浄化施設ポンプ電気代 3,681 中峠排水路浄化施設ポンプ電気代 4,069 3,139 中峠排水路浄化施設ポンプ電気代 4,069 中峠排水路浄化施設ポンプ電気代 4,069
中峠排水路浄化施設修繕料 925 中峠排水路浄化施設修繕料 1,793 1,793 中峠排水路浄化施設修繕料 3,000 中峠排水路浄化施設修繕料 0
中峠排水路浄化施設維持管理委託料 3,970 中峠排水路浄化施設維持管理委託料 3,970 3,970 中峠排水路浄化施設維持管理委託料 3,970 中峠排水路浄化施設維持管理委託料 3,970
中峠排水路浄化施設水質調査委託料 257 中峠排水路浄化施設水質調査委託料 264 198 中峠排水路浄化施設水質調査委託料 264 中峠排水路浄化施設水質調査委託料 264
古利根沼水質等調査委託料 539 古利根沼水質等調査委託料 539 515 古利根沼水質等調査委託料 539 古利根沼水質等調査委託料 539

実施内容 ＊ 中峠排水路浄化施設の在り方の検討 0 ＊ 中峠排水路浄化施設の在り方の検討 0 0 ＊ 中峠排水路浄化施設の在り方の検討 0 ＊ 中峠排水路浄化施設の在り方の検討 0
３月補正予算 △500

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 11,623 合　　計 12,226 11,600 合　　計 13,933 合　　計 10,933
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11,623 12,226 11,600 13,933 10,933

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.24 0.24 0.24 0.24 0.24
正職員人件費 2,112 2,088 2,088 2,088 2,088

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,735 14,314 13,688 16,021 13,021
(11)単位費用

137.35千円／％ 143.14千円／％ 136.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・古利根沼とその周辺には水辺・農地・斜面林など豊かな自然が残されている。その中心である古利根沼は、市民の憩い ●①事前確認での想定どおり
の場になっているだけでなく、多様な生物の生息空間となっている。このため、古利根沼の水質浄化を進める上で水質を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 監視し、定期的・継続的な水質調査は不可欠である。特に下水道未整備地域等からの生活排水の流入による水質汚濁の防 ○要
   背景は？(事業の必要性) 止を目的に中峠排水路浄化施設及び我湖排水路礫間浄化施設を設置し、水質浄化事業を展開しており、今後も継続して事 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

業を実施していく必要がある。 古利根沼の水質汚濁を防止するため、浄化施設の適正な維持管理、清掃を実施し、汚濁物質の削減が図られた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 生活排水による公共用水域の汚濁防止を図るため、市が施設

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の維持管理を行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 古利根沼の各浄化施設を適正に維持管理して汚濁負荷軽減を 浄化施設の定期的な修繕、点検、清掃、水質調査等を実施し ●①想定どおり
□②生き物と共存している 図るとともに水質調査を行う。 、古利根沼の環境保全に取り組んでいる。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(㎎／ℓ ) 目標値(b)(㎎／ℓ ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(㎎／ℓ ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7.8 9 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

古利根沼の水質測定結果（COD値）が目標に達しなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 11 81.82
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,314 △579 13,688 95.63
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.22

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 古利根沼の水質測定結果（COD値）が目標に達しなかっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06

㎎／ℓ 10万円 0.08 75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、古利根沼の汚濁防止を目的とした浄化施設の維持管理を行っている事業であるため、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 253 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 古利根沼浄化の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 古利根沼水質汚濁防止 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 昭和63年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.24 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,814 千円 (うち人件費 2,088 千円）⑦事業費
総事業費 13,448 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,314 千円 (うち人件費 2,088 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11301 重点１ ●有 ○無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの市民が自然にふれあい、憩うことができるよう、市民との連携に



保全・創造する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

①鳥獣保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第9条・第19条の規定による「有害鳥獣の駆除申請(駆 ①飼養登録申請があった場合には、速やかに千葉県に進達及び報告する。
除地域周辺の住民に知らせる必要がある場合)」・「飼養の登録申請」を手賀沼課において受付し、「有害 ②傷病鳥獣の相談に適切に対応する。
鳥獣の駆除申請」の進達、「飼養の登録」の報告を千葉県に行なう。 当該年度 ③天王台・我孫子駅周辺のムクドリについて道路課、鳥の博物館、手賀沼課で対応策を検討し、専門家を入
②傷病鳥獣が持ち込まれ、若しくは、保護者から連絡があった場合に、適切に対応する。 執行計画 れた調査を行いながら、実態について把握する。

(3)事業内容 内　　容 ③地域猫（特定の飼い主がなく、地域に生息し、その地域の住民の同意のもと適切に管理されている猫）の ④飼い主のいない猫の不妊去勢手術補助金の申請について適正に審査し、速やかに支払をする。
不妊去勢手術を実施する団体に、手術費用の一部を助成し、良好な生活環境の保全と動物愛護思想の普及を
図る。 ムクドリの追払い実施回数 想定値 15当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 9

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ムクドリの飛来状況をし、鳥との共存を図る対策を行う。 直接 ムクドリの追払い実施回数 回 7 15

令和 3年度 ムクドリの飛来状況により追払いを実施し、鳥との共存を図る対策を行う。 直接 ムクドリの追払い実施回数 回 14

令和 4年度 道路課、鳥の博物館、手賀沼課、専門家で検討した対応策が生かされ、鳥との共存が図られている。 直接 ムクドリの追払い実施回数 回 13

ムクドリなどの都市鳥対策については、根本的な解決策がないことから、専門家の助言を生かし鳥との共存を図る新たな対策を
(7)事業実施上の課題と対応 検討するとともに、市民に対しても様々な情報を提供し理解を求める。 代替案検討 ○有 ●無

飼い主のいない猫の不妊去勢手術を実施することで、一代限りの生を全うするため適正な管理を行う。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

傷病鳥獣餌代 3 傷病鳥獣餌代 1 1 傷病鳥獣餌代 1 傷病鳥獣餌代 1
講師報償　6,500円×1人×1回 7 鳥獣保護消耗品 40 40 鳥獣保護消耗品 40 鳥獣保護消耗品 40
鳥獣保護消耗品 50 鳥獣対策委託（鷹匠） 580 320 鳥獣対策委託（鷹匠） 580 鳥獣対策委託（鷹匠） 580
鳥獣対策委託（鷹匠） 700 3月補正予算 △260 飼い主のいない猫の不妊去勢手術 450 飼い主のいない猫の不妊去勢手術 450
飼い主のいない猫の不妊去勢手術 450 飼い主のいない猫の不妊去勢手術 450 188 補助金 補助金
補助金(予備費で増額） 補助金 駐車場料金（ムクドリ追払い等） 6 駐車場料金（ムクドリ追払い等） 6
駐車場料金（ムクドリ追払い等） 6 駐車場料金（ムクドリ追払い等） 6 6 *以下、健康づくり支援課から所管換え

実施内容 消耗品費 266
印刷製本費 40

(8)施行事項
費　　用 通信運搬費 445

畜犬登録促進指導委託料 90
畜犬管理システム保守点検委託料 132
畜犬登録・予防接種案内通知作成委託 319
パート会計年度（事務補助）1.0人 2,332
パート会計年度（看護師）0.15人 73

予算(決算)額 合　　計 1,216 合　　計 817 555 合　　計 1,077 合　　計 4,774
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 70 補助率 50 ％ 70 0 補助率 50 ％ 70 補助率 50 ％ 70
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,146 747 555 1,007 4,704

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.21 0.2 0.2 0.21 0.39
正職員人件費 1,848 1,740 1,740 1,827 3,393

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 2,405

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,064 2,557 2,295 2,904 8,167
(11)単位費用

204.27千円／回 170.47千円／回 255
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

鳥獣保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律並び法律施行細則による義務的な事業である。 ●①事前確認での想定どおり
都市鳥（ムクドリ等）に関しては、都市化の影響を受け、本来のねぐらがなくなってきているため、人間と生物の棲み分 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ けをし、どのように共存していくか重要な問題となっている。また、飼い主のいない猫の不妊去勢手術の補助をすること ○要
   背景は？(事業の必要性) で、適正な管理を促すことができるため、市が率先して取り組む必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

猛禽類によるムクドリの追い払いを実施し、大きな効果があった。また、飼い主のいない猫に対して、不妊去勢手術を実
施するための補助を行ったことで適正な管理を促すことが出来た。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 鳥獣対応は法律に基づき、業務を行わなければならないため

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市が主導で実施。また、我孫子駅及び天王台駅におけるム
□その他 　促進された クドリの追い払いについても、猛禽類による追い払いの効果

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した が見られた。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ボランティアと意見交換や連携を図る。 飼い主のいない猫を適正に管理するため、ボランティア団体 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り と連携し、不妊去勢手術の実施や意見交換を積極的に実施し ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り た。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 市内全域における傷病鳥獣保護や、飼養許可申請事務を行う 市内全域における傷病鳥獣保護を適切に行うことが出来た。 ●①想定どおり
■②生き物と共存している 。飼い主のいない猫の不妊去勢手術をすることで、一代限り また、生き物のと共存を図るため、飼い主のいない猫に対し ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している の生を全うできるようにする。 て不妊去勢手術を実施し、不幸な猫を減らすことが出来た。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7 15 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ムクドリの飛来状況に応じて、適切に追い払いを実施したことで目標達成となっ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 9 166.67

た。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,557 507 2,295 89.75
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

飼い主のいない猫に対する不妊去勢手術の効果が徐々に出てきたことで
、対象の猫が減り、予想を下回る申請となったため。

16.55

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 追い払いによる効果が出てきたことで、追い払いの回数

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 が減少したことに加え、飼い主のいない猫の補助件数が

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.59 少なかったため。

回 10万円 0.39 151.28

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
猛禽類によるムクドリの追い払いやその他鳥獣対策、飼い主のいない猫に対しての不妊去勢手術補助金の交付について、適正に行いながら、今
後も事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 255 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 鳥獣保護事務（飼養許可及び傷病鳥獣等の保護） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,817 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,557 千円 (うち人件費 1,740 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ●有 ○無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化を図り、もって良好な自然環境と多様な生態系を



けて、谷津内の自然環境の保全・回復のための順応的な管理を学び、構想
施策目的・

(2)目的 辺の保全などの核となる事業を推進します。また、くらしの中で自然が感じられるよう、「手賀沼沿い斜面 事業目的 に位置づけられた施設などを、より適切な工法により整備する。
展開方向

林保全条例」と「緑地等保全及び緑地の推進に関する条例」に基づく指定やその維持管理に対する助成など
ホタル・アカガエルの里・多自然型護岸の維持管理手法や、田んぼ広場の整備手法などについて助言をもら 専門家会議を開き、ホタル･アカガエルの里や多自然型護岸などの維持管理手法について助言をもらう。ま
うために、農村環境、昆虫、植物、歴史文化などの専門家で構成する「谷津ミュージアム事業推進専門家会 た、机上での会議にとどまらず、必要に応じて随時、現場でのフィールドワークを実施し、現地での活動に
議」を開催する。 当該年度 反映させていく。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

谷津ミュージアム全体のニホンアカガエルの卵塊数 想定値 210当該年度
単位 卵塊

活動結果指標 実績値 232

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 専門家会議での助言による整備や維持管理手法により、多様な生物が生息する谷津の環境を保全する。 直接 谷津ミュージアム全体のニホンアカガエルの卵塊数 卵塊 204 210

令和 3年度 専門家会議での助言による整備や維持管理手法により、多様な生物が生息する谷津の環境が保全されている。 直接 谷津ミュージアム全体のニホンアカガエルの卵塊数 卵塊 210

令和 4年度 専門家会議での助言による整備や維持管理手法により、多様な生物が生息する谷津の環境が保全されている。 直接 谷津ミュージアム全体のニホンアカガエルの卵塊数 卵塊 210

谷津の自然環境の保全・再生に向けた専門家を確保する必要がある。現委員をはじめ、高等教育機関などから人材情報を得る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・委員報酬 18 ・委員報酬 18 0 ・委員報酬 18 ・委員報酬 18
会議 会議 会議 会議
3,500円×5人×1回 =17,500円 3,500円×5人×1回 =17,500円 3,500円×5人×1回 =17,500円 3,500円×5人×1回 =17,500円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 18 合　　計 18 0 合　　計 18 合　　計 18
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 18 18 0 18 18

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.23 0.11 0.11 0.23 0.23
正職員人件費 2,024 957 957 2,001 2,001

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,042 975 957 2,019 2,019
(11)単位費用

34.03千円／卵塊 4.64千円／卵塊 4.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

谷津ミュージアム事業は、単なる公園としての整備ではなく、谷津内に生育・生息する生き物自体を展示物とした野外博 ●①事前確認での想定どおり
物館をイメージしている。このため、谷津内の自然環境の保全・回復や里山などの順応的な維持管理をはじめ、構想に位 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 置づけられた施設などについて、より適切な工法により整備していくための相談機関として各分野の専門家で構成する会 ○要
   背景は？(事業の必要性) 議の設置が必要不可欠である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

谷津の生物多様性を維持するため、各分野の専門家からなる我孫子市谷津ミュージアム事業推進専門家会議委員にいご指
導いただき、保全を行っている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市附属機関設置条例に基づき、実施する事業であるた

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 め。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、会議及びフィール ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ドワークは未実施となったが、ボランティアからの疑問に対 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り して、委員に質問し、ご意見をいただきながら維持管理作業 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している に繋げることが出来た。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 多分野の専門家の助言を基に、谷津内の自然環境を保全再生 市が主体となり、委員やボランティアとの意見交換を続けた ●①想定どおり
■②生き物と共存している する。 ことで適切な維持管理に繋げることが出来た。また、適正な ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している 維持管理が生物多様性の維持にもつながった。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(卵塊) 目標値(b)(卵塊) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(卵塊) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
204 210 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

気象条件等の条件が良かったことに加え、適切な維持管理活動の効果が出たため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 232 110.48

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 975 1,067 957 98.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

52.25

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 維持管理活動により、実績値が増加したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 21.54

卵塊 10万円 24.24 112.53

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
谷津ミュージアム事業を推進していくため、今後も専門家の意見を伺いながら事業を実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 258 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 谷津ミュージアムの推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 専門家会議の開催 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 975 千円 (うち人件費 957 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11301 重点１ ●有 ○無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの市民が自然にふれあい、憩うことができるよう、市民との連携により谷津ミュージアムや古利根沼周 　昔ながらの農村環境の復元に向



古利根沼周 湿地・雑木林づくりなどの維持管理作業を行い、生物の生息環境を保全回復し、次世代に継承する。
施策目的・

(2)目的 辺の保全などの核となる事業を推進します。また、くらしの中で自然が感じられるよう、「手賀沼沿い斜面 事業目的
展開方向

林保全条例」と「緑地等保全及び緑地の推進に関する条例」に基づく指定やその維持管理に対する助成など
・自然観察指導員、谷津ミュージアムの会の会員や谷津学校生を中心に、年100回、ホタル・アカガエルの 毎週土曜日、必要に応じて水曜日を維持管理作業日とする。　
里や多自然型護岸整備モデル地区等で、専門家を交え、雑木林・湿地・水辺づくりや草刈りなどの維持管理 市民や子どもたちと田んぼ作業を行う。
作業を進め、生物の生息環境の保全回復を図る。 当該年度 　

執行計画
(3)事業内容 内　　容

維持管理作業回数 想定値 73当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 73

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 谷津の自然環境の配置を話し合いで決定し、市と市民により維持管理作業を実施する。 直接 維持管理作業回数 回 72 73

令和 3年度 市と市民により計画的な維持管理作業が実施されている。 直接 維持管理作業回数 回 74

令和 4年度 市と市民により計画的な維持管理作業が実施されている。 直接 維持管理作業回数 回 75

生物生息空間を確保するためには、水辺・湿地・雑木林づくりなどの維持管理が欠かせないが、谷津内は私有地が多いため、地
(7)事業実施上の課題と対応 権者の了解を得ながら、管理面積を拡大していく。 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・用地借地費 2,147 ・用地借地費 2,147 2,147 ・用地借地費 2,147 ・用地借地費 2,147
・刈払機購入費 39 ・刈払機購入費 40 31 ・刈払機購入費 40 ・刈払機購入費 40
・燃料費（刈払機、発電機） 42 ・燃料費（刈払機、発電機） 34 30 ・燃料費（刈払機、発電機） 34 ・燃料費（刈払機、発電機） 34
・樹木管理委託料 394 ・樹木管理委託料 394 365 ・樹木管理委託料 394 ・樹木管理委託料 394
・市民公募田んぼ講師報償 32 ・市民公募田んぼ講師報償 32 0 ・市民公募田んぼ講師報償 32 市民公募田んぼ講師報償 32
・伝統的農業講師報償 13 ・伝統的農業講師報償 13 4 ・伝統的農業講師報償 13 ・伝統的農業講師報償 13
・谷津総合学習講師報償 46 ・谷津総合学習講師報償 35 25 ・谷津総合学習講師報償 35 ・谷津総合学習講師報償 35

実施内容 ・田んぼ広場消耗品 80 ・田んぼ広場消耗品 80 80 ・田んぼ広場消耗品 80 ・田んぼ広場消耗品 80
・作業小屋バイオトイレ用チップ 36 ・作業小屋バイオトイレ用チップ 36 36 ・作業小屋バイオトイレ用チップ 36 ・作業小屋バイオトイレ用チップ 36

(8)施行事項
費　　用 ・農機具修繕費 56 ・農機具修繕費 50 5 ・農機具修繕費 50 ・農機具修繕費 50

予算(決算)額 合　　計 2,885 合　　計 2,861 2,723 合　　計 2,861 合　　計 2,861
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,881 2,855 2,723 2,855 2,855

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 4 □特会 ■受益 □基金 □その他 6 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 6 □特会 ■受益 □基金 □その他 6
換算人数(人) 0.51 0.3 0.3 0.51 0.51
正職員人件費 4,488 2,610 2,610 4,437 4,437

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,373 5,471 5,333 7,298 7,298
(11)単位費用

102.4千円／回 74.95千円／回 73.05
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

雑木林や水辺、湿地などは、谷津の構成要素として重要であり、生物多様性を生むうえで大切である。良好な環境を保つ ●①事前確認での想定どおり
ためには、草刈、水辺・湿地づくり、林床整理や樹木の間伐などの回復作業が必要不可欠である。また、この環境を地権 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 者・農業者だけで維持していくことは困難であるため、こうした生物の生息環境を回復させるための整備や維持・回復作 ○要
   背景は？(事業の必要性) 業に、市が主導的に関与し、地権者、農業者をはじめ、谷津ミュージアムの会、市民との協働により実施していくことが ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

必要である。 谷津ミュージアムの生物多様性を維持するため、市が主体となり、地権者、農業者、ボランティアと協働で維持管理作業
を行うことが出来ている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、市民参加型のイベ

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ント実施は出来なかったが、地権者・農業者との意見交換や
□その他 　促進された ボランティア活動の見直し等、市が主体となり、谷津ミュー

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ジアムの啓発活動を実施。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ボランティアが同じ責任を持ち、役割分担をして作業を実施 雑木林や水辺等の草刈り、ホタルアカガエルの里整備等をボ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り する。 ランティアと協働で実施。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 谷津に残る湿地、水辺や樹木林などの維持管理を進め生物の 谷津ミュージアムの自然環境を保全するため、適切な維持管 ●①想定どおり
■②生き物と共存している 生息環境の保全回復を図っていく。 理を実施。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
72 73 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、緊急事態宣言中の活動は中止となった
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 73 100

が、谷津ミュージアムに残る貴重な自然を保全するため、維持管理活動を継続し
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,471 1,902 5,333 97.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

25.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.33

回 10万円 1.37 103.01

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
我孫子市に残る貴重な自然、谷津ミュージアムを市と市民、ボランティア、農業者、地権者等と協力しながら維持管理活動を進めていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 259 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 谷津ミュージアムの推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 自然環境の保全再生に向けた維持管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,471 千円 (うち人件費 2,610 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11301 重点１ ●有 ○無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの市民が自然にふれあい、憩うことができるよう、市民との連携により谷津ミュージアムや



ホタルアカガエルの里や多自然型護岸の維持管理をはじめ、谷津の自然の重要な構成要素である田んぼづく
施策目的・

(2)目的 辺の保全などの核となる事業を推進します。また、くらしの中で自然が感じられるよう、「手賀沼沿い斜面 事業目的 りなどを、市と市民、農業者との協働事業で展開し、谷津の自然環境を保全・創造し、次世代に継承する。
展開方向

林保全条例」と「緑地等保全及び緑地の推進に関する条例」に基づく指定やその維持管理に対する助成など
市と市民との共同で設置した谷津ミュージアムの会で、谷津の自然を楽しむ自然観察会などの自主事業をは ①運営委員会の開催　　第1回：4月・第2回：7月・第3回：9月・第4回：1月
じめ、ホタル・アカガエルの里や多自然型護岸の維持管理をはじめ、水辺づくりや田んぼづくりなどを実施 ②総会の開催　６月上旬
する。 当該年度 ③自主事業の開催
会員は、随時、谷津ミュージアム通信や市の広報などにより募集する。 執行計画 　・自然観察会　第1回：4月下旬・第2回：8月上旬・第3回：2月初旬

(3)事業内容 内　　容 谷津学校を開催し谷津や自然について学んでもらい谷津ミュージアムの会員へ誘引する。 　・谷津展　7～8月　・通信の発行　年2回　・収穫祭　10月下旬
　・田んぼづくり・畑づくり  
活動への延べ参加者数 想定値 600当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 813

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 谷津の自然を楽しみながら、会員拡大のための事業を行う一方、会員や一般市民が連携して、ホタル・アカガエルの里をはじめ 直接 活動への延べ参加者数 人 856 600
、ハケの道などの維持管理を行う。

令和 3年度 年間計画により、会員や市民団体などが連携し、ホタル・アカガエルの里や多自然型護岸など谷津ミュージアムエリア内の維持 直接 活動への延べ参加者数 人 700
管理がなされている。

令和 4年度 年間計画により、多くの会員や市民団体などが連携し、自然環境の維持管理に加え、水田耕作など多様な活動が行なわれている 直接 活動への延べ参加者数 人 800
。
自然環境を保全していくための維持管理が中心となるが、多くの会員に参加いただけるような事業及び継続できるような楽しい

(7)事業実施上の課題と対応 事業を企画する。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・谷津ミュージアムの会負担金 400 ・谷津ミュージアムの会負担金 400 400 ・谷津ミュージアムの会負担金 400 ・谷津ミュージアムの会負担金 400
(①②③助成対象） (①②③助成対象） (①②③助成対象） (①②③助成対象）
①ミュージアム通信発行負担金 ①ミュージアム通信発行負担金 ①ミュージアム通信発行負担金 ①ミュージアム通信発行負担金
②イベント開催経費負担金 ②イベント開催経費負担金 ②イベント開催経費負担金 ②イベント開催経費負担金
③維持管理用品購入負担金 ③維持管理用品購入負担金 ③維持管理用品購入負担金 ③維持管理用品購入負担金
・谷津展ﾊﾟﾈﾙ制作委託料 44 ④谷津学校 ④谷津学校 ④谷津学校
④谷津学校 ・講師報償 28 4 ・講師報償 28 ・講師報償 28

実施内容 ・講師報償 28 ・消耗品 5 5 ・消耗品 5 ・消耗品 5
・消耗品 5 ・谷津自然観察会講師報償 11 0 ・谷津自然観察会講師報償 11 ・谷津自然観察会講師報償 11

(8)施行事項
費　　用 ・林業講習会 ・林業講習会 ・林業講習会 ・林業講習会

・谷津自然観察会講師報償 11

予算(決算)額 合　　計 488 合　　計 444 409 合　　計 444 合　　計 444
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 488 444 409 444 444

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.34 0.14 0.14 0.34 0.34
正職員人件費 2,992 1,218 1,218 2,958 2,958

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,480 1,662 1,627 3,402 3,402
(11)単位費用

6.96千円／人 2.77千円／人 2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

台地上の樹林地、斜面林や湿地、水田などで構成される谷津の自然は、人の手が加わることによって維持されてきた自然 ●①事前確認での想定どおり
環境である。しかし、今では地権者・農業者だけでは維持管理が困難となっている。そこで、谷津ミュージアム会が谷津 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の自然環境や魅力を伝えながら、水田や雑木林をはじめ、湿地環境を維持管理する多くのマンパワーを確保することが必 ○要
   背景は？(事業の必要性) 要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルスの影響を受けつつも、市民ボランティアと協働で維持管理を実施することが出来たため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体となって市民・ボランティア・教育機関等と協力し

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ながら谷津の啓発活動や維持管理作業を実施。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民と市の共同設置、共同運営とする。 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、イベントが中止と ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り なることもあったが、市民・ボランティア・教育機関等と協 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 力しながら維持管理活動や自然観察会等を実施することが出 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 来た。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 谷津ミュージアムの会を中心とした谷津の自然環境の維持管 谷津の環境指標生物であるニホンアカガエル・ヘイケボタル ●①想定どおり
■②生き物と共存している 理・回復作業を実施する。 をはじめとした生き物や自然環境保全のため、維持管理活動 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している や啓発活動を実施。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
856 600 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ボランティアの会員増加に加え、継続的に作業に参加するボランティアが増加し
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 813 135.5

たため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,662 1,818 1,627 97.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

52.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 ボランティアの会員増加及び継続的な作業参加者の増加

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 に伴い、実績値が目標値に対して大幅に増加したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 36.1

人 10万円 49.97 138.42

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市が主体となって市民やボランティア等を巻き込みながら我孫子市に残る貴重な谷津を次世代に継承していきたい。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 262 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 谷津ミュージアムの推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 谷津ミュージアムの会の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.14 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,662 千円 (うち人件費 1,218 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11301 重点１ ●有 ○無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの市民が自然にふれあい、憩うことができるよう、市民との連携により谷津ミュージアムや古利根沼周



くりの支援により、耕作放棄の発生を予防し、谷津の自然環境の重要な要素である水田環
施策目的・

(2)目的 辺の保全などの核となる事業を推進します。また、くらしの中で自然が感じられるよう、「手賀沼沿い斜面 事業目的 境を維持・保全する。また将来、谷津田米の販売制度を確立することにより、谷津でのやりがいのある農業
展開方向

林保全条例」と「緑地等保全及び緑地の推進に関する条例」に基づく指定やその維持管理に対する助成など を展開し、谷津の自然環境の重要な構成要素のひとつである水田を将来にわたって維持・保全する。
谷津ミュージアム区域内で耕作または適正な水田管理をしている地権者からの申請により、「谷津ミュージ ○1月～3月：農家への戸別訪問（制度説明・新規開拓）
アム区域内谷津田保全支援補助金交付要綱」に基づき、ちばエコ準拠の耕作をしている水田にあっては1㎡ ○4月：申請手続・決定通知書の発行及び農家への戸別訪問（制度説明・新規開拓）
につき年額３０円、それ以外の耕作をしている水田にあっては1㎡につき年額２０円、耕作はしないが草刈 当該年度 ○8月～9月：申請地の現地確認
等の適正な管理が行なわれている水田にあっては、1㎡につき年額1０円を、それぞれ交付する。 執行計画 ○11月：実績報告書の提出及び確定通知書の発行

(3)事業内容 内　　容 ○12月：補助金交付
　
補助金交付水田面積 想定値 85,000当該年度

単位 ㎡
活動結果指標 実績値 82,966

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請面積を維持拡大する。 直接 補助金交付水田面積 ㎡ 82,901 85,000

令和 3年度 申請面積が拡大されている。 直接 補助金交付水田面積 ㎡ 85,100

令和 4年度 農業者との連携により、谷津の重要な構成要素である水田が維持・保全されている。 直接 補助金交付水田面積 ㎡ 85,200

農業者の後継者が不足する中で、申請面積を拡大していかなければならない。多様な担い手づくりとともに、農業者への戸別訪
(7)事業実施上の課題と対応 問により、谷津の自然環境における水田の重要性を認識していただく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・負担金及び交付金 2,045 ・負担金及び交付金 2,050 1,955 ・負担金及び交付金 2,050 ・負担金及び交付金 2,050
作付け水田等97,700㎡ 作付け水田等 作付け水田等 作付け水田等
×20円＝1,772千円 50,000㎡×20円＝1,000千円 50,000㎡×20円＝1,000千円 50,000㎡×20円＝1,000千円
×30円＝273千円 35,000㎡×30円＝1,050千円 35,000㎡×30円＝1,050千円 35,000㎡×30円＝1,050千円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,045 合　　計 2,050 1,955 合　　計 2,050 合　　計 2,050
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,045 2,050 1,955 2,050 2,050

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.68 0.68 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 5,916 5,916 6,960 6,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,085 7,966 7,871 9,010 9,010
(11)単位費用

0.09千円／㎡ 0.09千円／㎡ 0.09
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

谷津の自然環境を構成する重要な要素として、また、生物多様性を育む環境として、谷津田の維持・保全は欠かすことが ●①事前確認での想定どおり
できない。しかし、谷津田での米づくりは作業のしづらさに加え、作付けコストが高く、また、農業後継者不足から耕作 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 放棄する農業者の増加が懸念されている。このため、谷津田水田耕作支援補助制度により、耕作放棄の発生を予防する一 ○要
   背景は？(事業の必要性) 方、将来、谷津田米の販売制度を確立していく等、やりがいのある農業に転換できるような新たな支援策が必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

谷津の生物多様性維持するため、耕作放棄地を増やさないことが重要。谷津田での耕作は非常に難しいとされているため
、水田耕作支援をしていく必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 谷津ミュージアム区域内谷津田保全支援補助金交付要綱に基

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 づき、補助金の交付を実施している。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 営農者及び土地所有者に対して、事業の必要性を説明し、補 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 助金交付を実施。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
谷津田の営農、または土地を所有されている方に対する補助金交付事務であるため、市民の参加や協働はない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 生物多様性を育む環境づくりとしての谷津田の保全を図る。 耕作放棄地うを増やさないため、谷津ミュージアム区域内谷 ●①想定どおり
■②生き物と共存している 津田保全支援補助金を交付している。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(㎡) 目標値(b)(㎡) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(㎡) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
82,901 85,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

水田耕作支援を行ったことで耕作放棄地が増えず、目標達成となった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 82,966 97.61
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,966 1,119 7,871 98.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

12.32

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1,067.03

㎡ 10万円 1,054.07 98.79

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
谷津田での耕作は非常に難しく、作付けコストも高いことに加え、農業後継者不足が懸念させることから、耕作放棄地の増加が予想される。耕
作放棄地の予防に大きな効果がある谷津ミュージアム区域内谷津田保全支援補助金制度の活用について、今後も継続して実施していく必要があ
る。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 264 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 谷津ミュージアムの推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 谷津田の保全・再生事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.68 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,966 千円 (うち人件費 5,916 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11301 重点１ ●有 ○無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの市民が自然にふれあい、憩うことができるよう、市民との連携により谷津ミュージアムや古利根沼周 谷津田での水田づ



き、その価値を認識してもらえるように、ジャパンバードフェスティバルや ジャパンバードフェスティバルを開催し、環境保護を考える機会を提供するとともに、自然環境の大切さを
施策目的・

(2)目的 Ｅｎｊｏｙ手賀沼！、手賀沼花火大会などの手賀沼にかかわるイベントや手賀沼周辺の自然観察会、農業体 事業目的 アピールする。
展開方向

験などを引き続き実施します。また、広報や市ウェブサイト、ＳＮＳ、パンフレットなどの活用やパブリシ
山階鳥類研究所、企業、行政などで構成する実行委員会が、多くの人々に自然環境の大切さを提唱するため 総会及び実行委員会の開催（６回）
、アビスタ、手賀沼親水広場などにおいて、１１月の２日間、市民参加による鳥と環境保護をテーマにした 企画運営委員会の開催（６回）
ジャパンバードフェスティバルを開催する。 当該年度 ジャパンバードフェスティバル２０２０の開催（１１月７日、８日）

執行計画 市制施行５０周年・ジャパンバードフェスティバル２０周年記念事業の実施。
(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

実行委員会（総会含む）及び企画運営委員会の開催回数　 想定値 12当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 フェスティバルに関心を持ってもらい、多くの人に参加してもらう。 間接 来場者数 人 40,000 40,000

令和 3年度 フェスティバルに関心を持ってもらい、多くの人に参加してもらう。 間接 来場者数 人 40,000

令和 4年度 フェスティバルに関心を持ってもらい、多くの人に参加してもらう。 間接 来場者数 人 40,000

・人と鳥の共存を目指すことで自然環境を考えるイベントではあるが、どの程度までフェスティバルの要素を加えて、どの様に
(7)事業実施上の課題と対応 して参加団体・参加者を増やしていくか検討する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

・賑わいが少ないアビスタ会場の盛り上げ方を工夫する必要がある。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

JBF負担金 3,000 JBF負担金 3,200 402 JBF負担金 3,200 JBF負担金 3,200
他市町村出展料負担金 30 他市町村出展料負担金 30 0 他市町村出展料負担金 30 他市町村出展料負担金 30
JBF関係旅費（都内） 16 JBF関係旅費（都内） 19 3 JBF関係旅費（都内） 19 JBF関係旅費（都内） 19

＊ 市制50周年（JBF20周年）記念事業負
担金(300千円)※秘書広報課にて計上
３月補正予算 △2,828

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,046 合　　計 421 405 合　　計 3,249 合　　計 3,249
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,046 421 405 3,249 3,249

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.56 1.42 1.42 1.56 1.56
正職員人件費 13,728 12,354 12,354 13,572 13,572

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,774 12,775 12,759 16,821 16,821
(11)単位費用

1,397.83千円／回 1,064.58千円／回 1,063.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・我孫子市は手賀沼や利根川、古利根沼などの水辺や台地上の農地、斜面林、低地の水田など、多様な自然環境から構成 ●①事前確認での想定どおり
されている。この自然は市民に安らぎを与えるとともに生物の貴重な生息空間となっているが、都市化の進展により大幅 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ に失われてきている。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・現在多くの市民が自主的な環境保全活動を展開しているが、このような活動の拡充と積極的な情報交換の場として「人 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

と鳥とが共存する豊かな生活を目指していく」ことをテーマとするジャパンバードフェスティバルを開催し、環境保全の ジャパンバードフェスティバル開催により、多くの人に環境保全に対する意識を啓発することができた。
意識を多くの人々に啓発する必要がある。また、本事業を通して市の交流人口の拡大を図る。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が支援することにより全国の行政機関、関係団体等と連携

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が図られ、全国から多くの人が参加するイベントとすること
□その他 　促進された で、効果的な啓発事業とする。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体、企業、行政で構成している実行委員会により、企 市民団体、企業、行政等で構成する実行委員会で事業の企画 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 画、運営を実施している。 、運営を実施している。また、開催にあたっては、ボランテ ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ィアを募集し会場案内等を行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 「人と鳥の共存を目指して」をテーマに、幅広く自然環境の 「人と鳥の共存をめざして」をテーマとして開催し、自然環 ●①想定どおり
■②生き物と共存している 保全・再生を呼びかけるイベントである。 境の大切さを情報発信している。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
40,000 40,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、オンライン開催に変更して実施したた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

め。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,775 3,999 12,759 99.87
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

23.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響により、オンライン開

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 催に変更して実施したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 313.11

人 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、人と鳥の共存をテーマとした自然環境のイベントであり、出展者も日本全国はもとより海外からの参加もあり交流が図られている。
今後も手賀沼の魅力を高めるため、継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 268 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ジャパンバードフェスティバル 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 ジャパンバードフェスティバルの開催 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ ジャパンバードフェスティバル実行委員会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成13年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,603 千円 (うち人件費 12,354 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,775 千円 (うち人件費 12,354 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11203 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの人が手賀沼の魅力に気づ



全活動を支援する環境ボランティアリーダーとしての環境レンジャーを育成し、その活動を支
施策目的・

(2)目的 、さまざまな団体が相互に連携・協力できるよう支援していきます。 事業目的 援する。
展開方向

我孫子市が認定した環境ボランティアリーダーである「環境レンジャー」の支援と育成を行う。 ・レンジャー会議・学習会の開催支援（月１回程度）
主な内容は、市民対象の自然観察会や環境に対する啓発を目的とする広報誌の発行、また、市内で開催され ・環境レンジャー主催事業支援（年７～８回）
るイベントへの出展（活動紹介）である。 当該年度 　※市民参加の自然観察会「ネイチャーイン」の開催支援（広報掲載・申し込み受付など）

執行計画 ・「たまっけ」（市民、子供向け広報紙）の印刷・発行と配布、ホームページ掲載の支援（年３回）
(3)事業内容 内　　容 ・環境レンジャーサポーターの募集・研修及びレンジャーへの育成

市民参加の環境啓発活動の実施回数 想定値 7当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 環境レンジャーの主体的かつ自立的な活動を支援する。また、環境ボランティアリーダーとして、環境に係わる団体等のリーダ 間接 市民参加の環境啓発活動の参加人数 人 1,344 1,200
ーとしての活動を支援する。

令和 3年度 環境レンジャーの主体的かつ自立的な活動を支援する。また、環境ボランティアリーダーとして、環境に係わる団体等のリーダ 間接 市民参加の環境啓発活動の参加人数 人 1,200
ーとしての活動を支援する。

令和 4年度 環境レンジャーの主体的かつ自立的な活動を支援する。また、環境ボランティアリーダーとして、環境に係わる団体等のリーダ 間接 市民参加の環境啓発活動の参加人数 人 1,200
ーとしての活動を支援する。
環境レンジャーの高齢化が進んでいることと、団体の中でも積極的に活動している人が特定されている。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 50 46 消耗品 50 消耗品 50
消耗品 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 50 合　　計 50 46 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50 50 46 50 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.11 0.1 0.1 0.11 0.11
正職員人件費 968 870 870 957 957

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,018 920 916 1,007 1,007
(11)単位費用

169.67千円／回 131.43千円／回 458
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成９年度に手賀沼市民講座が手賀沼流域フォーラムへ移行した際に、フィールドにおいて市民の環境保全活動を啓発す ●①事前確認での想定どおり
る環境ボランティアリーダー育成の必要性が求められた。このため市が環境レンジャーを認定した。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 本市の環境保全を進めるためには、市民が環境保全に興味を持ち、環境保全活動に進んで参加することが重要である。そ ○要
   背景は？(事業の必要性) のきっかけ作りとなる環境体験学習などを実施するにあたって、市民の環境保全活動を啓発する環境ボランティアリーダ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ーの育成とその活動への支援が必要である。 市民の環境保全活動を支援する環境ボランティアリーダーとして、環境レンジャーの育成とその活動を支援する。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 環境レンジャーの活動について、市が準備・募集等のサポー

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 トをすることで、効果的な事業とする。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 手賀沼をはじめとする我孫子の自然環境について、環境レン 市民がボランティアリーダーとなって、自然環境保全を推進 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ジャーが主催する自然観察会や学習会の企画から開催までの している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 支援を行う。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 手賀沼や市内の自然環境を生かした自然観察会を実施してい 自然観察会等を通して、自然環境保全活動に取り組んでいる ●①想定どおり
■②生き物と共存している る。 。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,344 1,200 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、Enjoy手賀沼！、市民のチカラまつり
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,190 99.17

、エコこども教室が中止となったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 920 98 916 99.57
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

9.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 130.43

人 10万円 129.91 99.6

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民の環境に対する活動の中心となるボランティアリーダーへの支援は必要であり、今後も継続すべき事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 269 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 自然の一体的保全・活用 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 環境レンジャー活動への支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成10年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 920 千円 (うち人件費 870 千円）⑦事業費
総事業費 2,739 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の自主的な環境保全活動が広がるよう、活動機会の創出と情報提供など支援内容の充実を図るとともに 市民の環境保



針」の普及や学校 ・市自らが自主的に温室効果ガスの排出を抑制し、環境への負荷を最小限にする取り組みを推進する。また
施策目的・

(2)目的 での環境教育などを通して、市民や事業者への意識啓発を図り、電気や燃料使用量の節減などの省エネルギ 事業目的 、廃棄物焼却事業が温室効果ガス削減に大きく影響するため、ごみ削減を含め、環境にやさしい行動を市民
展開方向

ーの取り組みを推進します。また、住宅用太陽光発電システムへの助成などによって、一般家庭での自然エ ・事業者に啓発する。
・あびこエコ・プロジェクト４は、「環境保全のための率先行動計画」と、市の事務事業が環境に与える負 ○あびこエコ・プロジェクト取組
荷を減少させ、地球温暖化対策を推進するための「地球温暖化対策実行計画」、「市民・事業者への環境配 ・推進担当者研修・全庁を対象に活動量の調査、温室効果ガス排出量の算定と公表・節電取組の強化・チェ
慮指針」の普及の３つの役割を合わせた計画。第４次計画の目標値は、二酸化炭素の総排出量を平成２６年 当該年度 ックシートによる各課の取組状況の点検と公表・庁内報の発行・推進本部会議の開催
度を基準にして４％削減する。 執行計画 ○あびこエコ・プロジェクト５の策定

(3)事業内容 内　　容 ・公共施設での太陽光発電設備設置を進めるとともに、市民との協働の場である「自然エネルギーをすすめ ・2021年度から2025年度を計画期間、2018年度を基準年、2025年度を目標年とするあびこエコ・プロジェク
る我孫子の会」に参画し、自然エネルギーの普及拡大を推進する。 ト５を策定する。
・令和２年度には、第４次計画が終了するので「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく地方公共団 二酸化炭素の総排出量 想定値 25,720当該年度
体の事務及び事業に係る「実行計画策定マニュアル」及び「温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」 単位 t

活動結果指標 実績値 27,184に沿った第５次計画を策定する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 2014年度基準で二酸化炭素の総排出量を削減する 直接 二酸化炭素の総排出量 t-CO2 27,184 25,720

令和 3年度 2018年度基準で二酸化炭素の総排出量を削減する 直接 二酸化炭素の総排出量 t-CO2 23,845

令和 4年度 2018年度基準で二酸化炭素の総排出量を削減する 直接 二酸化炭素の総排出量 t-CO2 23,845

目標に向けて取り組むため、職員への周知徹底を図ることが重要。そのため、研修・エコプロ通信・ポスター掲示等で啓発を図
(7)事業実施上の課題と対応 るとともに、市民へもPRしている。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

温室効果ガス排出量算定支援業務委託 2,026 温室効果ガス排出量算定支援業務委託 2,407 1,454 温室効果ガス排出量算定支援業務委託 2,190 温室効果ガス排出量算定支援業務委託 2,090
エコ消耗品 90 ９月補正予算 △953 （計画最終年度の総括含む） エコ消耗品 77
講師報償費 20 エコ消耗品 77 68 エコ消耗品 77 講師報償費 20
自然エネルギーをすすめる我孫子の会 3 講師報償費 20 20 講師報償費 20 自然エネルギーをすすめる我孫子の会 3
年会費 自然エネルギーをすすめる我孫子の会 3 3 自然エネルギーをすすめる我孫子の会 3 年会費
自然エネルギーをすすめる我孫子の会 50 年会費 年会費 自然エネルギーをすすめる我孫子の会 30
負担金 自然エネルギーをすすめる我孫子の会 30 30 自然エネルギーをすすめる我孫子の会 30 負担金

実施内容 ＊ 自然エネルギー普及拡大の課題整理 0 負担金 負担金
＊ 公共施設太陽光発電設備設置の検討 0

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,189 合　　計 1,584 1,575 合　　計 2,320 合　　計 2,220
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,189 1,584 1,575 2,320 2,220

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.43 0.91 0.91 0.43 0.43
正職員人件費 3,784 7,917 7,917 3,741 3,741

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,973 9,501 9,492 6,061 5,961
(11)単位費用

0.23千円／t 0.37千円／t 0.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「地球温暖化対策の推進に関する法律」により、温暖化防止のための計画策定と取組状況の公表が義務付けられている。 ●①事前確認での想定どおり
また、職員一人ひとりの環境保全に対する意識を高め、市の活動そのものを環境への負荷が少ない活動へと転換しなくて ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ はならない。さらに、廃棄物処理事業が温室効果ガス削減に大きく影響するため、市民・事業者に対し、ごみ削減も含め ○要
   背景は？(事業の必要性) 地球温暖化防止に役立つ行動について啓発を図ることが必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

温室効果ガス排出量は基準年比1.5％増となってしまったが、定期的に啓発等を行い、環境への負荷低減に向けて職員の
地球温暖化に対する意識の向上を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の計画として位置づけられているため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地球温暖化対策啓発事業について、緑のカーテンコンテスト 緑のカーテンコンテストを市民団体と共催している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り の実施等、市民団体と連携して活動している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境負荷低減のため、職員に啓発をすすめ、一人ひとりが実 環境負荷低減のため、職員に対して啓発を行い市の事務事業 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 践することにより、市の事務事業において排出される温室効 から排出される温室効果ガスの削減を推進している。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 果ガスを削減する。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(t-CO2) 目標値(b)(t-CO2) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(t-CO2) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
27,184 25,720 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

一般廃棄物焼却量の増加、電気使用量の削減等のため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 27,184 94.61
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,501 △3,528 9,492 99.91
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△59.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 温室効果ガス排出量算定支援業務委託が当初想定より安

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 価であったため。

●②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) △15.41

t-CO2 10万円 0 -∞

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
定期的に意識啓発を行い職員の環境負荷低減への意識を高めるとともに、設備の更新（LED化・空調等の省エネ設備）等を進めていく事で、今
後も市の事務事業により排出される温室効果ガス排出量の削減を目指していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 271 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 あびこエコ・プロジェクトの推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.91 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,454 千円 (うち人件費 7,917 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,501 千円 (うち人件費 7,917 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12101 重点１ ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地球温暖化の原因となる温室効果ガス量を削減するため、「市民・事業者への環境配慮指



環境保全に関する施策の実施状況を広く市民に知ってもらう。
施策目的・

(2)目的 す。また、市民の請求に応じ速やかに情報が提供できるよう、ファイリングシステムの維持・管理を徹底し 事業目的
展開方向

、適切な文書管理を行います。
・市環境条例第７条に基づき、我孫子市の環境の状況、環境保全に関する施策の実施状況を前年度の事業報 ①４月～7月：編集方針の決定
告として取りまとめ公表する。 ②９月～１１月：原稿作成
内容は次のとおり。 当該年度 ③１２月：入稿
1市の概要と組織・2環境行政の組織・３環境行政の推進・４手賀沼の水質浄化対策・５水質汚濁・６地下水 執行計画 ④２月：完成、公表(配布)

(3)事業内容 内　　容 汚染・７大気汚染・８土壌汚染・９騒音・振動・１０地盤沈下・１１悪臭・１２ダイオキシン類の現状・１
３公害苦情・１４地球環境問題・１５放射能対策
　 発行部数 想定値 100当該年度

単位 部
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 環境年報の発行及びデータの管理方法・入力方法の確立。 間接 情報を入手できる箇所数 箇所 5 5

令和 3年度 データの管理方法・入力方法が確立されている。 間接 情報を入手できる箇所数 箇所 5

令和 4年度 データの管理方法・入力方法が確立され、データの電子化により、情報の入手がより容易になっている。 間接 情報を入手できる箇所数 箇所 5

環境年報の内容が、現在の事業状況を反映していないので、編集方針を確立する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費 50 印刷製本費 50 50 印刷製本費 50 印刷製本費 50

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 50 合　　計 50 50 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50 50 50 50 50

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 6,160 6,090 6,090 6,090 6,090

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,210 6,140 6,140 6,140 6,140
(11)単位費用

62.1千円／部 61.4千円／部 61.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市環境条例の中に環境の状況、環境保全に関する施策の実施状況の公表をする定めがあることから、現状と対策について ●①事前確認での想定どおり
まとめた報告書を作成する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

環境年報の発行により、市の環境の状況、環境保全に関する施策の実施状況の周知を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市の環境の状況、環境保全に関する施策の実施状況を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 知っていただくための年報であるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 市の自然や環境の情報を市民に向けて発信していく。 環境保全のための事業の一環である。 ●①想定どおり
■②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予定どおり作成した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,140 70 6,140 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

該当なし

1.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.08

箇所 10万円 0.08 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民の自主的な活動資料として提供するため、今後も内容について工夫し、分かりやすい環境の現状をまとめていくことが必要である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 274 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 環境学習支援事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 環境年報の作成 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,140 千円 (うち人件費 6,090 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81103 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市政に関する情報を積極的に公表し、市民と市の情報共有を図るため、情報公開制度の適切な運用を図りま 我孫子市の環境の状況、



注意報等の発令時（４月～１０月）、微小粒子状物質(PM2.5)に係る注意喚起時（通年）に
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 、速やかに市民への周知を行うことにより健康被害を未然に防止する。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
○「千葉県大気汚染緊急時対策実施要綱」に基づき、大気汚染の状況が悪化して光化学スモッグ注意報等の ４月：光化学スモッグ注意報等発令時の連絡体制を作成し、関係部署に周知する。
発令時に、防災行政無線、公共施設等へ一斉FAX、メール配信サービス、公共施設で発令板の設置等を通し ６月：広報（光化学スモッグ）に掲載し、広く市民に周知する。
て速やかに市民への周知を行う。 当該年度 冬期：広報（微小粒子状物質(PM2.5)）掲載し、広く市民に周知する。
○微小粒子状物質(PM2.5)係る注意喚起の情報提供が行われた時は上記に準じた対応を行う。 執行計画 ４月～１０月：光化学スモッグ注意報等の発令時に、防災行政無線、公共施設等への一斉FAX、メール配信

(3)事業内容 内　　容 ○広報に「光化学スモッグ注意報」「微小粒子状物質(PM2.5)」について定期的に情報を掲載し、広く市民 サービス、公共施設で発令板の設置等を行い、速やかに市民への周知を行う。
に事前周知を行う。 通年：微小粒子状物質(PM2.5)に係る注意喚起時に上記に準じた対応を行い、速やかに市民への周知を行う

大気汚染緊急時連絡体制組織図による周知箇所数 想定値 160当該年度
単位 箇所

活動結果指標 実績値 138

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 光化学スモッグ注意報等の発令時、微小粒子状物質(PM2.5)に係る注意喚起の情報提供時に、速やかに市民への周知を行うこと 間接 光化学スモッグ注意報等発令時の周知箇所への連絡完了割合 ％ 100 100
により健康被害を未然に防止する。

令和 3年度 同上 間接 同上 100

令和 4年度 同上 間接 同上 100

平成２４年度からは一斉ＦＡＸ送信を行い公共施設等へは速やかな連絡が可能となった。休日についても守衛室と西消防署の協
(7)事業実施上の課題と対応 力を得ることにより速やかな連絡が可能となった。 代替案検討 ○有 ●無

平成２５年度からは、微小粒子状物質(PM2.5)については通年で監視体制を実施している。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 76 通信運搬費 76 35 通信運搬費 76 通信運搬費 76
財団法人日本無線協会研修負担金 23 公益財団法人日本無線協会研修負担金 23 23 公益財団法人日本無線協会研修負担金 23 公益財団法人日本無線協会研修負担金 23

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 99 合　　計 99 58 合　　計 99 合　　計 99
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 99 99 58 99 99

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.11 0.11 0.11 0.11 0.11
正職員人件費 968 957 957 957 957

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,067 1,056 1,015 1,056 1,056
(11)単位費用

6.67千円／箇所 6.6千円／箇所 7.36
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

千葉県の光化学スモッグの監視体制により光化学スモッグ注意報等が発令された場合には、健康被害を未然に防止するた ●①事前確認での想定どおり
めに速やかに市民へ周知する必要がある緊急性の高い事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 近年、中国では微小粒子状物質(PM2.5)による深刻な大気汚染が発生しており、西日本を中心に偏西風の影響を受ける冬 ○要
   背景は？(事業の必要性) ～春季にPM2.5 濃度の上昇が観測されている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

PM2.5に対しては平成２５年２月に国により高濃度時の対応に係る暫定指針が示され、同年３月から千葉県により高濃度 大気汚染緊急時（光化学スモッグ注意報発令）に市民へ迅速に周知を行うことにより、健康被害の発生を未然に防止した
が予想される場合に注意喚起が行われる。 。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令に基づく緊急時連絡業務のため、他に担い手がいない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
法令に基づく緊急時の連絡業務であるため、市民参加は難しい。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（大気汚染の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

大気汚染緊急時（光化学スモッグ注意報発令）に市民へ迅速に周知を行うことに
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

より、健康被害の発生を未然に防止した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,056 11 1,015 96.12
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 大気汚染緊急時（光化学スモッグ注意報発令）に ●不要

市民へ迅速に周知を行うことにより、健康被害の
発生を未然に防止した。

1.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 大気汚染緊急時（光化学スモッグ注意報発令）に市民へ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 迅速に周知を行うことにより、健康被害の発生を未然に

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 9.47 防止した。

％ 10万円 9.85 104.01

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
休日の注意報の発令体制については、すでに消防本部との協議により消防本部で防災無線及び防災無線メールの対応を依頼している。また、電
話連絡から一斉FAXシステムに切り替え、一斉FAXは守衛室に捜査を依頼しているため、発令および監視体制は大幅に改善・合理化されたので、
現状通り推進することとする。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 276 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 大気汚染・悪臭防止対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 光化学スモッグ等監視・連絡業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.11 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,056 千円 (うち人件費 957 千円）⑦事業費
総事業費 988 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 光化学スモッグ



出ガス等に含まれる窒素酸化物による大気環境への影響を調査する。また、大気汚染防止推進月間
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 （冬季）などを通して大気汚染防止の啓発普及に取り組む。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
○大気環境調査 ○大気環境調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大気汚染物質がよどみやすい気象条件が多くなる冬季に、市内全域を約１kmの格子に区切った交点３４地点 ・１２月、市内４０地点で調査を実施　　　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　
と市が特定する６地点において、ＰＴＩＯ法によより大気環境中の一酸化窒素、二酸化窒素及び窒素酸化物 当該年度 ○大気汚染防止のＰＲ
の各濃度を調査し、汚染状況を監視する。 執行計画 ・１２月の広報に掲載　　　　　　　　　　　　　　　　              　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 ○大気汚染防止の普及啓発
国では１２月を「大気汚染防止推進月間」、千葉県では１１月～１月を「大気汚染防止のための冬期対策期
間」と位置づけており、これらと連動して身近に取り組める大気汚染防止の実践を呼びかける。 調査地点数 想定値 40当該年度

単位 地点
活動結果指標 実績値 40

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 大気環境中の窒素酸化物濃度を監視し、大気汚染防止の啓発普及に取り組む。 間接 二酸化窒素の千葉県環境目標値達成率 ％ 100 100

令和 3年度 同上 間接 同上 ％ 100

令和 4年度 同上 間接 同上 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

大気中の窒素酸化物環境調査業務委託費 706 大気中の窒素酸化物環境調査業務委託費 746 649 大気中の窒素酸化物環境調査業務委託費 746 大気中の窒素酸化物環境調査業務委託費 746

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 706 合　　計 746 649 合　　計 746 合　　計 746
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 706 746 649 746 746

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.07 0.07 0.07 0.07 0.07
正職員人件費 616 609 609 609 609

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,322 1,355 1,258 1,355 1,355
(11)単位費用

33.05千円／地点 33.88千円／地点 31.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

冬期は大気汚染物質がよどみやすい気象条件が多くなり大気汚染物質の環境濃度が高くなる時期である。大気汚染の原因 ●①事前確認での想定どおり
となる窒素酸化物等による大気環境への影響等を調査、主な原因となる自動車排出ガスの排出抑制を呼びかけていくこと ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ は、市民の良好な生活環境を保全するうえで重要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 国では１２月を「大気汚染防止推進月間」、千葉県では１１月～１月を「大気汚染防止のための冬期対策期間」と位置づ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

けており、これらと連動して身近に取り組める大気汚染防止の実践を呼びかける。 冬季は大気汚染物質がよどみやすい気象条件が多くなり大気汚染物質の環境濃度が高くなる時期である。大気汚染の原因
となる窒素酸化物等による大気環境への影響等を調査、主な原因となる自動車排出ガスの排出抑制を呼びかけていくこと

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 利害関係のない公的団体でなければできない調査であり、市

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が主導でなければ実効性がなかったため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
技術的に市民の参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（大気汚染の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内では窒素酸化物を大量に発生する工場事業場が少なく、発生源は自動車に限
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

定されるため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,355 △33 1,258 92.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 公募型入札により当初予算より事業費を削減することが

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 できた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.38

％ 10万円 7.95 107.72

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
大気汚染がひどくなる冬季に窒素酸化物環境調査、大気汚染防止推進の啓発活動を実施することは市民の良好な生活環境を保全するために必要
な事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 277 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 大気汚染・悪臭防止対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 大気汚染防止冬期対策 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,355 千円 (うち人件費 609 千円）⑦事業費
総事業費 1,200 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 自動車排



を継続して行うとともに、 地下水汚染の状況を調査・監視することで、地下水汚染による健康被害を防止する。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
地下水汚染の確認されている市内７地区の井戸と事業所を対象に、トリクロロエチレン（有機溶剤）等によ 汚染が確認されている民間井戸・事業場を地区ごとに４期に分けて調査。
る汚染物質に対して定期的に水質調査を実施する。事業所については併せて六価クロム等の汚染物質の調査 分析結果次第では、同じ井戸を年度内に複数回調査する場合がある。
を実施する。 当該年度 　○ 6月：中峠、布佐地区の民間井戸約本約25本、市内基準値超過井戸約15本、事業所内井戸約20本
これらの調査により、地下水汚染の現状の把握、拡大を未然に防止するとともに、井戸所有者に適切な地下 執行計画 　○10月：柴崎、東我孫子地区の民間井戸約30本、市内基準値超過井戸約15本

(3)事業内容 内　　容 水利用の周知を図り適切に監視を行う。 　○12月：事業所内井戸約20本
　○ 2月：根戸・台田、寿地区の民間井戸約15本、市内基準値超過井戸約10本
調査井戸本数（令和２年度件） 想定値 150当該年度

単位 本
活動結果指標 実績値 117

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 年間計画で定める対象井戸の調査により、環境基準等の達成状況を確認する。 直接 基準適合率(基準適合井戸本数÷調査実施井戸本数×100)％ ％ 85 85

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 85

令和 4年度 同上 直接 同上 ％ 90

地下水汚染の状況改善（環境基準の達成）には長い時間を要するため、継続して調査・監視を続ける必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ・六価クロム等による地下水 1,358 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ・六価クロム等による地下水 1,306 1,304 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ・六価クロム等による地下水 1,306 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ・六価クロム等による地下水 1,306

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,358 合　　計 1,306 1,304 合　　計 1,306 合　　計 1,306
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 30 ％ 367 367 補助率 30 ％ 367 補助率 30 ％ 367
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,358 939 937 939 939

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.11 0.12 0.12 0.11 0.11
正職員人件費 968 1,044 1,044 957 957

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,326 2,350 2,348 2,263 2,263
(11)単位費用

12.85千円／本 15.67千円／本 20.07
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

トリクロロエチレン（有機溶剤）・六価クロム等の汚染物質による地下水汚染が確認されている地域は、汚染状況の把握 ●①事前確認での想定どおり
、拡大防止、浄化対策の実施が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 水質基準を超過している地域については、井戸所有者に適切な地下水利用の周知を図ることにより健康被害を未然に防止 ○要
   背景は？(事業の必要性) する必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自然低下・浄化地策による低下は双方とも長い年月を要するため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 規制・指導に係る行政事務であり、市が主導で進めなければ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実効性がなかった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
技術的に市民の参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（地下水汚染の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
85 85 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

自然低下・浄化地策による低下は双方とも長い年月を要するため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 62 72.94
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,350 △24 2,348 99.91
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 入札により削減することができた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.62

％ 10万円 2.64 72.93

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
現在も基準値を超過している井戸があり、調査を継続していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 281 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 水質汚濁・地下水汚染防止対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 トリクロロエチレン等地下水調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 8年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,350 千円 (うち人件費 1,044 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ●有 ○無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導



を継続して行うとともに、 汚染機構の解明等の調査を行い、地下水中の有機溶剤等の汚染物質除去のための対策を実施し、地下水の保
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 全を図るとともに、健康被害の発生を防止する。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
　地下水環境基準を超えてトリクロロエチレン（有機溶剤）や六価クロム等による汚染が確認されている地 　根戸・台田地区については、事業場の協力の下、継続して浄化対策を実施する。東我孫子地区については
区について、浄化対策を行う事業である。　 、現行の浄化対策を継続して実施する。中峠地区については、基準値を下回る濃度になったので、浄化対策
　昭和６３年に中峠地区の一部で、平成２年に東我孫子地区の一部で、平成４年に根戸・台田地区の一部で 当該年度 井戸所有者の要請に応え揚水を取りやめ、水質の推移を見守ることとする。
有機溶剤等による地下水環境基準を超える地下水汚染が確認されている。 執行計画

(3)事業内容 内　　容  中峠地区については平成１９～２１年度で機構解明調査を行い、その結果をもとに２３年度に揚水による
浄化対策を実施した。東我孫子地区については平成２２年度に機構解明調査を行い、２３年度から揚水によ
る浄化対策を実施。根戸・台田地区については平成８～１３年度で機構解明を行い、１４～１７年度で浄化 汚染物質除去量（ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝと６価クロムの合計：mｇ） 想定値 9,000当該年度
対策設備を設置し、１６年度から揚水による浄化対策を実施している。 単位 mｇ

活動結果指標 実績値 3,956

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ及び６価クロムの汚染濃度を低減させる。 直接 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、６価クロムの揚水井からの年間回収量 mｇ 9,208 9,000

令和 3年度 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ及び６価クロムの汚染濃度を低減させる。 直接 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、６価クロムの揚水井からの年間回収量 mｇ 9,000

令和 4年度 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ及び６価クロムの汚染濃度を低減させる。 直接 ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ、６価クロムの揚水井からの年間回収量 mｇ 9,000

　汚染が深刻な根戸・台田地区については、過年度に機構解明調査を実施しているが、汚染地層の把握が不十分なこともあり、
(7)事業実施上の課題と対応 効果的な対策が出来ていないのが現状である。現行対策では、基準値未満まで浄化するのに20年以上かかることが想定されてい 代替案検討 ○有 ●無

る。効果的対策を打つためには、さらに詳細な機構解明調査が必要となっている。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地下水汚染除去対策 3,007 地下水汚染除去対策 2,393 2,200 地下水汚染除去対策 2,393 地下水汚染除去対策 2,393
揚水ポンプ運転電気代（４箇所） 297 揚水ポンプ運転電気代（４箇所） 362 335 揚水ポンプ運転電気代（４箇所） 362 揚水ポンプ運転電気代（４箇所） 362

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,304 合　　計 2,755 2,535 合　　計 2,755 合　　計 2,755
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 30 ％ 956 補助率 30 ％ 353 353 補助率 30 ％ 353 補助率 30 ％ 353
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,348 2,402 2,182 2,402 2,402

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.12 0.12 0.1 0.1
正職員人件費 880 1,044 1,044 870 870

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,184 3,799 3,579 3,625 3,625
(11)単位費用

0.46千円／ｇ 0.42千円／mｇ 0.9
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地下水環境基準を超過している地区については、除去事業を実施しないと地下水汚染範囲が拡大し環境影響が増加すると ●①事前確認での想定どおり
ともに、飲用による健康被害者の発生など市民生活に支障が生ずるおそれがある。そのため、汚染範囲の確定、汚染の機 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 構解明、浄化対策、周辺井戸の水質調査などが必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地下水環境基準を超過している地区の除去事業を実施し、汚染の機構解明、浄化対策、周辺井戸の水質調査を行ったため
。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民の生命（健康）・財産を守るために必要な行政事業であ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
技術的に市民の参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（地下水汚染の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(mｇ) 目標値(b)(mｇ) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(mｇ) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
9,208 9,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

浄化対策による低下には長い年月を要するため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3,956 43.96
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,799 385 3,579 94.21
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

入札により事業費を削減できたため。

9.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 浄化対策による低下には長い年月を要するため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 236.9

mｇ 10万円 110.53 46.66

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
現在でも基準を超過している井戸があり、調査を継続していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 284 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 水質汚濁・地下水汚染防止対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 地下水汚染浄化対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,799 千円 (うち人件費 1,044 千円）⑦事業費
総事業費 1,292 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導



ともに、 継続的なメッシュ調査により市内の地下水環境を把握し実態を把握する。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
・市内を１kmメッシュに区切ったメッシュ調査を行う。 ○10月：調査（採水）の実施。
・工場・事業場・埋立て事業箇所周辺において、有害物質の地下浸透状況の調査を行う。 　市内各地域、工場・事業場・埋立て事業場周辺（井戸、湧水等）の地下浸透水調査

当該年度 ○12月：調査を実施した事業所、井戸等の所有者に分析結果を報告。
執行計画 　基準を超過した場合は飲用指導等を実施し、適切な地下水利用の周知を図る。また、埋立て事業場との因

(3)事業内容 内　　容 果関係が懸念される場合は、県にも報告する。

調査実施件数：令和２年度１０件 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 年間計画で定める調査による監視・指導により環境基準の達成率を上げる。 直接 環境基準適合率（基準適合件数÷調査実施件数×100） ％ 70 75

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 75

令和 4年度 同上 直接 同上 ％ 80

地下水汚染の状況改善（環境基準の達成）には長い時間を要するため、継続して調査・監視を続ける必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地下水水質環境調査 825 地下水水質調環境査 655 484 地下水水質調環境査 655 地下水水質調環境査 655

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 825 合　　計 655 484 合　　計 655 合　　計 655
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 825 655 484 655 655

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 704 696 696 696 696

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,529 1,351 1,180 1,351 1,351
(11)単位費用

89.94千円／件 135.1千円／件 118
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地下水汚染は目視では確認することができない。また、汚染物質は移動・拡散することがあり、汚染の早期発見および必 ●①事前確認での想定どおり
要な対策の実施により健康被害の発生を未然に防止するためには、継続的なメッシュ調査により市内の地下水環境を把握 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 工場・事業場からの排出水等に含まれる化学物質等が地下浸透して引き起こされる地下水汚染を未然に防止するため、定 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

期的な監視・指導により汚染物質等の排出抑制を行う必要がある。 地下水汚染の早期発見により健康被害を未然に防ぐとともに市内の色々な地点で定期的に調査を行い実態を把握する必要
がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民の生命（健康）・財産を守るための規制・指導に係る消

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 極的行政作用に係る行政事務であり、市が主導で進めなけれ
□その他 　促進された ば実効性がない。また、千葉県では我孫子市内のメッシュ調

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 査はきめ細かには実施してもらえることは期待できない。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
技術的に市民の参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（地下水汚染の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
70 75 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

地下水汚染の早期発見により健康被害を未然に防ぐとともに市内のいろいろな地
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 80 106.67

点で定期的に調査を行い実態を把握する必要がある。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,351 178 1,180 87.34
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

入札により委託費用を削減できた。

11.64

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 入札により委託費用を削減できた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.55

％ 10万円 6.78 122.16

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地下水汚染の早期発見により健康被害の発生を未然に防止するために市内の様々な地点で定期的に調査を行い実態を把握するために行う必要不
可欠な調査である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 285 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 水質汚濁・地下水汚染防止対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 地下水環境調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 4年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,351 千円 (うち人件費 696 千円）⑦事業費
総事業費 750 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ●有 ○無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うと



行うとともに、 「我孫子市埋立て等による土壌の汚染及び災害の発生の防止に関する条例」（以下「市埋立て条例」）を適
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 正に執行することにより、土壌汚染を防止する。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
土壌汚染を防止するための「市埋立て条例」による許可事務を適正に執行し、無許可埋立て等により土壌汚 ○「市埋立て条例」の許可事務を申請ごとに随時執行する。
染が発生するおそれがある場合や、土壌汚染現場を発見した場合に土壌調査を代執行し、市埋立て条例に基 ○市内のパトロール、通報等で不適切な現場を発見した際には、随時市埋立て条例に基づき適正に指導する
づき行為者或いは土地所有者に対し汚染防止措置等を適正に指導する。 当該年度 。

執行計画 ○埋立条例等に関して、土壌汚染の恐れがある場合には随時土壌調査を実施する。
(3)事業内容 内　　容

小規模埋立事業（外部からの搬入土砂による300㎡以上3000㎡未満の 想定値 2当該年度
埋立て）の適正執行件数。令和２年度：２件 単位 件

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市条例に基づく許可事務を適正に執行し、無許可で実施した事業については是正指導を行う。 間接 適正執行率（許可件数／小規模埋立事業件数×100）％ ％ 100 100

令和 3年度 同上 間接 同上 ％ 100

令和 4年度 同上 間接 同上 ％ 100

平成27年4月に市埋立て条例を改正により、市暴力団排除条例に対応するとともに、名義貸しや許可対象面積未満での小規模埋
(7)事業実施上の課題と対応 立事業の繰り返し（申請逃れ）の規制や違反者等への厳正な対処が可能となり、不適正な事業の排除に効果を発揮するものと期 代替案検討 ○有 ●無

待される。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

土壌分析業務委託料 198 土壌分析業務委託料 165 149 土壌分析業務委託料 165 土壌分析業務委託料 165

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 198 合　　計 165 149 合　　計 165 合　　計 165
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 158 115 99 125 125

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 40 □特会 ■受益 □基金 □その他 50 50 □特会 ■受益 □基金 □その他 40 □特会 ■受益 □基金 □その他 40
換算人数(人) 0.19 0.19 0.19 0.19 0.19
正職員人件費 1,672 1,653 1,653 1,653 1,653

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,870 1,818 1,802 1,818 1,818
(11)単位費用

374千円／件 909千円／件 901
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

他市町村では、汚染物質が混入した土砂等を用いた埋め立てにより土壌汚染が発生した事例がある。土壌汚染の浄化には ●①事前確認での想定どおり
多額の費用がかかる等、容易ではないため、未然の防止策の実施が重要となる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 市埋立て条例の適正な執行により、外部からの搬入土砂による土壌汚染の未然防止および土砂の崩落等による災害発生の ○要
   背景は？(事業の必要性) 防止を図る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

土壌酸度（pH）規制を導入しているため、産廃等による埋立て等に対しての抑止力となり一定の成果があったと考えられ
る。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 埋立規制は土壌汚染や土砂等の崩落等による災害の発生を防

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ぐため、市が進めなければ実効性がなかった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
条例で定められた許可・規制業務であり市民参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（土壌汚染の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

違反事例がなかったため、目標達成ができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,818 52 1,802 99.12
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 複数社で見積を取ることで、事業費の削減ができた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.5

％ 10万円 5.55 100.91

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
土壌酸度（pH）規制を導入しているため、産廃等による埋立藤に対しての抑止力となり一定の効果があったと考えられるが、今後、再生土によ
る埋立に関する県条例の動向を見極めつつ、調整を行っていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 287 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 土壌汚染・地盤沈下防止対策 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 埋立て条例に基づく規制業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成10年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,818 千円 (うち人件費 1,653 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ●有 ○無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して



行うとともに、 千葉県環境保全条例の地下水の採取規制に係る事務を適正に執行することにより地盤沈下を防止する。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
○井戸所有者に対し、千葉県環境保全条例に基づき揚水量調査事務等を行う。 揚水量調査
　・報告義務対象井戸＝吐出口の断面積が19㎡以上のもの 1月：揚水施設所有者へ調査書類を発送する。
○許可揚水井戸の許可の更新事務 当該年度 2月：調査用紙の回収及び督促。
○規制対象外の井戸の設置に関する指導（事前立会）を行う。 執行計画 3月：報告書類をとりまとめ、県へ報告書を発送する。

(3)事業内容 内　　容 　・モーターの定格出力が最大3.7kw以下、且つ吐出口の断面積が6ｃ㎡以下のもの 通年:許可期限の更新事務、規制対象外井戸を設置する際の指導及び現場立会いを随時行う。

報告義務のある事業所数（令和２度６２事業所） 想定値 62当該年度
単位 事業場

活動結果指標 実績値 61

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 揚水量報告書の回収率を上げる 直接 報告義務のある井戸の揚水量報告書の回収率（回収件数÷対象事業場 ％ 99 95
数）

令和 3年度 揚水量報告書の回収率を上げる 直接 報告義務のある井戸の揚水量報告書の回収率（回収件数÷対象事業場 ％ 95
数）

令和 4年度 揚水量報告書の回収率を上げる 直接 報告義務のある井戸の揚水量報告書の回収率（回収件数÷対象事業場 ％ 95
数）

許可井戸の許可の更新、廃止など申請・届出の周知が不十分
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費　調査の返信切手代 4 通信運搬費　調査の返信切手代 7 7 通信運搬費　調査の返信切手代 7 通信運搬費　調査の返信切手代 7

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 4 合　　計 7 7 合　　計 7 合　　計 7
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4 7 7 7 7

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.06 0.06 0.06 0.06 0.06
正職員人件費 528 522 522 522 522

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 532 529 529 529 529
(11)単位費用

7.71千円／事業場 8.53千円／事業場 8.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市は、地盤沈下が生じるおそれがある等の理由から、県の条例で地下水の採取規制の指定地域となっており、基準 ●①事前確認での想定どおり
に適合した井戸であっても揚水量の規制を受けている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　また、規制対象外の井戸の設置についても脱法行為等が行なわれないよう対応する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　なお、「千葉県知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例」の法定委託事務であるため、同条例に係る”市町 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

村交付金”を受けている。 県条例に基づき報告書のとりまとめの事務事業であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県環境保全条例に基づき県から依頼を受け、市内の届出

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 義務者の報告要旨を発送し報告書を回収し、県に進達するも
□その他 　促進された のであるため、市が主導となって事務事業を進めなければな

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した らない。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
条例で定められた許可・規制業務であり市民参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（土壌汚染の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

想定通りに報告書要旨を発送したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 105.26
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 529 3 529 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 17.96

％ 10万円 18.9 105.23

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
実際に使用していない井戸や廃止していない井戸に関しては、利用状況を正確に把握し、廃止といえる状況にある場合には廃止届を提出しても
らって対象から除外するように努めている。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 288 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 土壌汚染・地盤沈下防止対策 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 県環境保全条例に基づく揚水規制業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和49年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.06 人）
(1)事業概要

(当　初) 529 千円 (うち人件費 522 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して



を行い、騒音対策の資料とする。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
市内各所で１地点あたり２４時間の騒音測定を実施。その結果を環境基本法で定める騒音の環境基準と照ら ○１月から２月に、５地点（３地点一般地域、２地点道路に面した地域）の環境騒音測定
し合わせ、現状の把握と今後の騒音対策の資料とする。
　なお、１９年度まで市職員が直接測定していたが、２０年度より業務を委託している。理由は①データの 当該年度
解析等、専門性が要求される。そのため調査が進展しない。②今後予定している「道路に面した地域」は新 執行計画

(3)事業内容 内　　容 たに機材が必要になる。
　年間５地点を調査し、３５地点の調査を、７年間のローリングで行なう。なお、当手法による調査は平成
２４年度で完了。 調査地点（年度毎に５地点での調査を実施） 想定値 5当該年度
　平成２５年度からは年間５地点の調査を行い、５年間で市内５地区（我孫子、天王台、湖北、新木、布佐 単位 地点

活動結果指標 実績値 5）を一巡する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内各所の環境騒音（普段の支配的音源やその音の大きさ等）の現状を調査する。 直接 調査地点数 地点/年 5 5

令和 3年度 市内各所の環境騒音（普段の支配的音源やその音の大きさ等）の現状を調査する。 直接 調査地点数 地点/年 5

令和 4年度 市内各所の環境騒音（普段の支配的音源やその音の大きさ等）の現状を調査する。 直接 調査地点数 地点/年 5

最近の騒音問題の多くが近隣騒音によるもので、市内の環境騒音の把握はとても重要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

環境騒音調査業務委託料 385 環境騒音調査業務委託料 434 418 環境騒音調査業務委託料 434 環境騒音調査業務委託料 434

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 385 合　　計 434 418 合　　計 434 合　　計 434
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 385 434 418 434 434

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 435 435 435 435

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 825 869 853 869 869
(11)単位費用

165千円／地点 173.8千円／地点 170.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

毎年の公害苦情件数を種類別にみると、騒音に関する苦情が最も多い。その原因は建設作業音のような一時的なものに限 ●①事前確認での想定どおり
らず、市民の日常生活の中から発生する音や自動車交通騒音など様々であり、地域によって状況は異なる。地域の特性に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 即した適切な騒音対策を実施するためには、市内各所で普段の支配的音源やその大きさを調査し、実態を把握する必要が ○要
   背景は？(事業の必要性) ある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内各所で普段の支配的音源やその大きさを調査し実態を把握できた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 騒音事務は市に事務事業が全面移譲されており、市が主導で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 進めなければ実効性がなかった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
技術的に市民の参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（騒音の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(地点/年)目標値(b)(地点/年) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(地点/年) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内各所で普段の支配的音源やその大きさを調査し実態を把握できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 869 △44 853 98.16
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.58

地点/年 10万円 0.59 101.72

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市内各所で普段の支配的音源やその大きさを調査し実態を把握できた。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 289 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 騒音・振動規制対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 環境騒音調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 869 千円 (うち人件費 435 千円）⑦事業費
総事業費 400 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 市内各所で環境騒音の現状把握



騒音の当市への影響を検討し、千葉県及び関係25市町と連携して、国土
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 交通省に必要な対策を依頼していく。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
羽田空港の再拡張に伴い、千葉県及び関係25市町からなる「羽田再拡張事業に関する県・市町村連絡協議会 羽田再拡張事業後の苦情対応について、県や関係市町村と連携して必要な対応を行う。
」を結成し、国土交通省と交渉し、県内の航空機騒音・電波障害の被害の低減に努めている。
その結果、国交省と千葉県・関係市町村の間で騒音防止・落下物対策等の協定書を締結し一定の成果を得る 当該年度
ことが出来た。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 平成22年10月に運用が開始された後、実際の飛行経路が風向・時間帯等で当初の経路と異なっている場合が
あることが判明し、今後も引き続き連絡協議会を通じて国交省と交渉を継続する。
平成26年3月の国際線３万回増枠により、一層の騒音負担が強いられることが想定されるため、国交大臣あ 連絡協議会会議の回数（令和２年度２回） 想定値 2当該年度
てに騒音低減に関する緊急要望を行い、更なる騒音軽減策を実施するよう求めていく。 単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 騒音低減策の実施（飛行ルートの高度引き上げや分散化など） 直接 連絡協議会会議への出席／会議の回数 ％ 100 100

令和 3年度 騒音低減策の実施（飛行ルートの高度引き上げや分散化など） 直接 同上 ％ 100

令和 4年度 騒音低減策の実施（飛行ルートの高度引き上げや分散化など） 直接 同上 ％ 100

当市だけでは対応できない広域行政の課題である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

連絡協議会への参加調整事務 0 連絡協議会への参加調整事務 0 0 連絡協議会への参加調整事務 0 連絡協議会への参加調整事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.1 0.1 0.08 0.08
正職員人件費 704 870 870 696 696

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 704 870 870 696 696
(11)単位費用

352千円／回 435千円／回 435
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成22年10月末の羽田空港再拡張事業の新Ｄ滑走路の増設に伴い当市上空を飛行することになり、市民への影響を研究す ●①事前確認での想定どおり
る必要がある。また、自衛隊下総基地の航空機の騒音苦情が年数回よせられている。再拡張後、下総基地の騒音と併せて ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 、航空機騒音に市民の関心が向けられる可能性がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 平成26年3月の国際線３万回増枠により一層の騒音負担が強いられることが想定されるため、国交大臣あてに騒音低減に ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

関する緊急要望を行い、更なる騒音軽減策を実施するよう求めていく。 羽田空港の２４時間化に伴う航路については、今後も流動的であり、広域的な行政で国交大臣と協議を続ける必要がある
。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 自治体の協議会が国交大臣と協議を行うものであるから市で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 なければ当該協議会に参加することは出来ない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
広域行政業務であり、市民参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（騒音の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

羽田空港離発着ルートの具体的な案が示され、毎回協議会へ出席したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 870 △166 870 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△23.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 11.49

％ 10万円 11.49 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
羽田空港への発着ルートを巡っては自治体間にも相違があり、航路については今後も流動的であるため、今後も現状通り協議会への参加をして
いく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 290 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 騒音・振動規制対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 羽田再拡張事業に関する業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 870 千円 (うち人件費 870 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 羽田空港の再拡張事業に伴う航空機



とともに、 幹線道路の道路交通騒音・振動等の調査を行い、環境省令で定める要請限度を超えているかどうか把握する
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 。これは沿道環境を改善するために道路管理者へ要請する上での基礎資料となる。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治 また、平成２４年度に権限委譲を受けた自動車騒音常時監視事務（面的評価）については、市内幹線道路で
騒音規制法に基づき、市内の主要幹線道路、国道６号、国道３５６号（３箇所）、国道３５６バイパス、県 ○　６月～８月　…国道６号、県道８号（３箇所）　　 
道８号、市道００－０２２号の５路線７箇所について、毎年１回定点で騒音・振動・交通量の調査を行い監 ○１１月　　　　…国道３５６号線、市道００－０２２号（２箇所）　
視する。 当該年度 ○１２月～２月　…国道３５６号線（２箇所）
自動車騒音常時監視事務（面的評価）については、市内幹線道路で２地点実施する。 執行計画 ○　８月～３月　…自動車騒音常時監視事務（面的評価）

(3)事業内容 内　　容

主要幹線道路の調査数 想定値 7当該年度
単位 路線

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 幹線道路の道路交通騒音・振動等の調査を行い、適正に監視する。 直接 要請限度達成率（５路線７箇所すべてが要請限度を達成して１００％ ％ 85 85
）

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 85

令和 4年度 同上 直接 同上 ％ 85

騒音・振動等の測定には専門的な知識が必要であり、研修参加など継続的な人材育成が必要である。また、測定機器は定期的な
(7)事業実施上の課題と対応 検定、更新が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

道路交通騒音・振動等データ解析委料 715 道路交通騒音・振動等データ解析委託 815 682 道路交通騒音・振動等データ解析委託 815 道路交通騒音・振動等データ解析委託 815
自動車騒音常時監視業務委託 681 自動車騒音常時監視業務委託 908 418 自動車騒音常時監視業務委託 908 自動車騒音常時監視業務委託 908
自動車騒音常時監視業務用備品購入 165 ３月補正予算 △603 △603

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,561 合　　計 1,120 497 合　　計 1,723 合　　計 1,723
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,561 1,120 497 1,723 1,723

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22
正職員人件費 1,936 1,914 1,914 1,914 1,914

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,497 3,034 2,411 3,637 3,637
(11)単位費用

499.57千円／路線 433.43千円／路線 344.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市内の主要幹線道路（国道６号、国道３５６号、国道３５６号バイパス、県道８号、市道00-022号）の騒音等の調査は、 ●①事前確認での想定どおり
騒音規制法により市町村が行う必要がある。本調査は、沿道環境を改善するために道路管理者へ要請する上での基礎資料 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ となる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市の主導により幹線道路の道路交通騒音・振動等の調査を行い、適正に監視が行われたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 規制・指導に係る行政事務であり、市が主導で進めなければ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実効性がなかった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
技術的に市民の参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（騒音振動の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
85 85 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市の主導により幹線道路の道路交通騒音・振動等の調査を行い、適正に監視が行
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 85 100

われたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,034 463 2,411 79.47
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

公募型入札により事業費を削減できたため。

13.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 公募型入札により事業費を削減できたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.8

％ 10万円 3.53 126.07

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
幹線道路の交通騒音・振動等の調査を行い、適正に監視を行うために必要不可欠な事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 291 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 騒音・振動規制対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 道路交通騒音・振動調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,637 千円 (うち人件費 1,914 千円）⑦事業費
総事業費 580 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,034 千円 (うち人件費 1,914 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行う



に、 騒音規制法・振動規制法・市環境条例に基づき、特定施設・特定建設作業への規制を行い、生活環境の保全
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 を図る。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
○　騒音規制法・振動規制法・市環境条例に基づく届出（含悪臭施設）の受理・審査・指導 ○届出の受付・審査を行う。その際、近隣対策や家屋調査の実施など必要に応じて実施。苦情があった場合
○　届出のうち、苦情があり、現地調査、測定、改善指導を実施 、現地確認・調査を、迅速に行い、円滑な処理に努めている。
○　法施行状況調査の実施 当該年度 ○市民からの臭気に関する苦情・要望が増え関心が高まって来ており、我孫子市全域が悪臭防止法に基づく

執行計画 臭気指数規制地域になったこと等から「我孫子市良好なかおり環境を保全する条例（かおり環境保全条例）
(3)事業内容 内　　容 」の制定のための準備をする。

届出受理件数(令和２年度２５０件) 想定値 250当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 260

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 届出に際し、事前指導を徹底し、公害の発生を未然に防止する。 直接 適正執行件数（届出件数－苦情件数）／届出件数×１００（％） ％ 99 99

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 99

令和 4年度 同上 直接 同上 ％ 99

新たな条例を制定するので、議会対策・住民・事業者対策のための調査等に十分な時間・人員を確保しなければならない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

工場・事業場等悪臭調査業務委託 99 工場・事業場等悪臭調査業務委託 99 0 工場・事業場等悪臭調査業務委託 99 工場・事業場等悪臭調査業務委託 99
測定用消耗品費 8 測定用消耗品費 2 1 測定用消耗品費 2 測定用消耗品費 2
測定機器修繕料 30 測定機器修繕料 10 11 測定機器修繕料 15 測定機器修繕料 15
測定機器検定手数料 130 測定機器検定手数料 76 76 測定機器検定手数料 76 測定機器検定手数料 76

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 267 合　　計 187 88 合　　計 192 合　　計 192
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 267 187 88 192 192

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.13 0.13 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,131 1,131 1,044 1,044

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,323 1,318 1,219 1,236 1,236
(11)単位費用

4.42千円／件 5.27千円／件 4.69
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

騒音・振動を著しく発生させる施設・作業は法令・市条例で規制されている。法令・条例に基づき規制を行うことで、生 ●①事前確認での想定どおり
活環境を保全する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当該業務は法律・条令に基づく行政処分・行政指導であり、必要に応じて条例・規則の改正を行っている。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法律・条例に基づく規制・指導業務であり、行政行為そのも

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 のである。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
法令・市条例に基づく規制業務であることから、市民参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（公害の発生の防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99 99 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

日々の業務自体が環境保全（公害対策）のための法律・条令に基づく規制・指導
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99 100

業務であり、行政行為そのものである。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,318 5 1,219 92.49
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.51

％ 10万円 8.12 108.12

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
日々の業務自体が環境保全（公害対策）のための法律・条令に基づく規制・指導業務であり、行政行為そのものである。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 292 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 騒音・振動・悪臭規制対策事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 騒音・振動・悪臭　法令・市条例に基づく規制業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,318 千円 (うち人件費 1,131 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うととも



苦情発生源等の調査を行い、指導・規制や相談を行うことにより生活環境の保
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 全をはかる。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
市民から公害苦情相談時には以下の対応を行う。 電話や来庁者からの苦情を、随時受付、左記、事業内容に沿って対応している。現地確認・調査を、迅速に
①公害苦情相談に応じること②公害苦情の原因・発生源の調査③公害発生源者の講じるべき防止措置への指 行い、円滑な処理に努めている。
導・助言④規制に違反している場合は公害発生源者への規制措置⑤当事者間の話し合い、調停⑥関係行政機 当該年度
関との連携、協力の要請⑦申立人への経過の説明である。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 未然防止のためのパトロールの実施、苦情件数の県への報告を実施している。

公害苦情処理件数（平成３０年度３１件） 想定値 31当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 30

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 公害苦情の原因・発生源等の調査をおこない、必要な規制・指導により生活環境を保全する。 直接 解決（申立て人の納得または原因者の対策の実施）件数／公害苦情処 ％ 95 95
理件数

令和 3年度 同上 直接 ％ 95

令和 4年度 同上 直接 同上 ％ 95

苦情内容が多様化し、また解決までに長期間を要する傾向にある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

一般事務費（通信運搬費除く） 314 一般事務費（通信運搬費除く） 245 234 一般事務費（通信運搬費除く） 245 一般事務費（通信運搬費除く） 245
工場・事業場排出水等調査業務委託 144 工場・事業場排出水等調査業務委託 101 0 工場・事業場排出水等調査業務委託 101 工場・事業場排出水等調査業務委託 101

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 458 合　　計 346 234 合　　計 346 合　　計 346
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 458 346 234 346 346

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.23 0.23 0.22 0.22
正職員人件費 1,936 2,001 2,001 1,914 1,914

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,394 2,347 2,235 2,260 2,260
(11)単位費用

66.5千円／件 75.71千円／件 74.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

公害苦情相談は市民からの対応要望が強く、迅速に、適切に対応しないと発生源周辺の生活環境を悪化する。 ●①事前確認での想定どおり
近年では、相隣関係の騒音苦情などが多く寄せられている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民からの対応要望が多く、多数の要望が寄せられているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 規制・指導に係る行政事務であるため市が主導で進めなけれ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ば実効性がなかった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
個人情報に係るものもあり、市民参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（公害の発生防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
95 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

苦情者の話をよく聞き、解決に努めることができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 105.26
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,347 47 2,235 95.23
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 工場・事業場排出水等の苦情がなく、調査委託せずに済

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 んだため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.05

％ 10万円 4.47 110.37

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民からの要望が多く、良好な生活環境を保全するため必要不可欠である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 293 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 公害苦情相談 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 公害苦情相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.23 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,347 千円 (うち人件費 2,001 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 公害、環境汚染全般に対する



に対し、公害関係法令・条例を遵守するよう事前に指導を行うこ
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 とにより、公害の発生を未然に防止する。
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
○「我孫子市開発行為に関する条例」第４条・第２１条に基づき、市内で開発行為や建築行為を行う事業者 ※指導は随時行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
に対して、公害関係法令・条例を遵守するよう必要な指導を行う。 ○開発行為、建築行為に関する事前指導　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○市と公害防止協定を結んでいる事業所に、協定書の内容を遵守し、適切な公害防止対策を実施するよう指 当該年度 ・埋め立て工事に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　               
導する。 執行計画 ・井戸の新設に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 ・特定施設の設置に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・特定建設作業の実施に関すること　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事前指導件数（平成３０年度実績：４３件） 想定値 43当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 41

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内で開発行為や建築行為を行う事業者に対し、公害関係法令・条例を遵守するよう事前に指導を行う。 直接 事前指導による苦情発生防止率(（指導件数-苦情件数)/指導件数x100 ％ 98 99
)

令和 3年度 同上 直接 同上 ％ 99

令和 4年度 同上 直接 同上 ％ 99

窓口で事前指導を受けるのは設計を担当する業者であることが多く、実際に工事を行う業者へ指導内容が伝わっていない場合、
(7)事業実施上の課題と対応 届出書の未提出や規制基準の超過を原因とする苦情につながってしまう。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

開発協議に係る事前指導事務 0 開発協議に係る事前指導事務 0 0 開発協議に係る事前指導事務 0 開発協議に係る事前指導事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.07 0.07 0.05 0.05
正職員人件費 440 609 609 435 435

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 440 609 609 435 435
(11)単位費用

9.17千円／件 14.16千円／件 14.85
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

開発行為または建築行為を行おうとする事業者に対して公害関係法令・条例の遵守を事前に指導することは、騒音、振動 ●①事前確認での想定どおり
、土壌汚染等の公害発生を未然に防止することにつながり、市民の良好な生活環境を守るために必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

開発行為等の事前指導等を的確に実施することにより、市民生活の生活環境を保全する必要不可欠な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 規制・指導に係る行政事務であり、市が主導で進めなければ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 実効性がなかった。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
行政指導事務であり、市民参加は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
この事業自体が環境保全事業（公害の発生防止）である。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98 99 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

開発行為等の事前指導藤を的確に実施することにより、市民の生活環境を保全す
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98 98.99

る必要不可欠な事業である。申請件数により数値が算出されるため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 609 △169 609 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△38.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 16.26

％ 10万円 16.09 98.95

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
開発行為等の事前指導等を的確に実施することにより、市民の生活環境を保全する必要不可欠な事業である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 294 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 開発行為等事前指導 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 開発行為等事前指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 609 千円 (うち人件費 609 千円）⑦事業費
総事業費 760 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 市内で開発行為や建築行為等を行う事業者



において、環境保全に関する基本的事項につ 学識経験者、利害関係人、公募市民で構成される環境審議会委員が環境保全に関することを審議するため、
いて調査・審議を行なう。 環境審議会を開催する事務手続きを行い、円滑に会議が開催されるようにする。また、情報公開を行うため

当該年度 の手続きを１週間前までに行う。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正審議率（審議された議題数/審議を必要とする議題数） 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 環境施策への市民参加 間接 適正審議率（審議された議題数/審議を必要とする議題数） ％ 100 100

令和 3年度 環境施策への市民参加 間接 適正審議率（審議された議題数/審議を必要とする議題数） ％ 100

令和 4年度 環境施策への市民参加 間接 適正審議率（審議された議題数/審議を必要とする議題数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委員報酬 42 委員報酬 42 42 委員報酬 84 委員報酬 84
3,500円×１２人×１回 3,500円×１２人×1回 3,500円×１２人×２回 3,500円×１２人×２回

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 42 合　　計 42 42 合　　計 84 合　　計 84
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 42 42 42 84 84

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.28 0.42 0.42 0.28 0.28
正職員人件費 2,464 3,654 3,654 2,436 2,436

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,506 3,696 3,696 2,520 2,520
(11)単位費用

25.06千円／% 36.96千円／% 36.96
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

環境基本法第４４条により、環境の保全に関して、基本的事項を調査審議させる等のため、我孫子市環境審議会を置くこ ●①事前確認での想定どおり
とを定めており、我孫子市環境条例第５１条により設置している。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　市民との協働のしくみづくりにおいても、政策過程全般において環境審議会で専門家などの意見を施策に生かす必要が ○要
   背景は？(事業の必要性) ある。また、広く市民が参画できるよう情報の公開を行うこととする。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

審議会を1回開催し、環境保全について審議いただいた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 環境審議会は、学識経験者、利害関係者、公募市民で構成さ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 れており、市が主体とならなければ開催することが出来ない
□その他 　促進された ため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 環境審議会委員１２名のうち４名が公募市民委員として審議 環境審議会委員12名のうち4名が公募市民委員として審議に ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り に加わっていただいている。 加わっている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 環境の問題について、審議会委員にそれぞれの視点から意見 審議会を開催し、様々な環境問題について審議した。 ●①想定どおり
■②生き物と共存している を求め、事業推進に反映させる。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

審議会を開催し、必要とする議題について全て審議した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,696 △1,190 3,696 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△47.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.71

％ 10万円 2.71 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も様々な環境問題について審議いただく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 295 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 環境審議会の開催 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,696 千円 (うち人件費 3,654 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

環境の保全に向けて、基本的事項を調査審議する。
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

　学識経験者、利害関係人、公募市民で構成される環境審議会



行計画で掲げた目標を達成する
施策目的・

(2)目的 がら、政策の企画・立案からその執行方法と成果までを市民に公表し市民とともに評価します。また、施策 事業目的
展開方向

や事業が計画的・効果的に進められるよう進行管理を徹底します。
・環境基本計画の実効性を高めるため、平成13年度に策定した環境基本計画実行計画(環境基本計画の計画 環境基本計画実行計画により、環境基本計画で示されている施策の方向性に基づいて位置づけされた事業を
期間である平成13年度から平成32年度までの20年間を５年ごとのⅠ期からⅣ期に区分、Ⅱ期は18～23年度の 行政評価と連動させた施策体系を策定し、進行管理を行うとともに、その内容を公表する。
6年間、Ⅲ期は24～27年度の4年間、Ⅳ期は28～32年度の５年間）に、環境基本計画の施策の方向性に基づい 当該年度
て位置づけられた217の事務事業の各期分について行政評価と関連付けながら、進行管理を行うとともに、 執行計画

(3)事業内容 内　　容 その内容を広く市民に公表する。
・次期基本構想・総合計画と整合性を図り、第二次環境基本計画の策定に向け検討を開始する。

進行管理の率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 全項目の進行管理 直接 進行管理の率 % 100 100

令和 3年度 全項目の進行管理 直接 進行管理の率 % 100

令和 4年度 全項目の進行管理 直接 進行管理の率 % 100

事務事業評価表の「環境配慮」の評価を、どのように評価し、それを活かすか検討しなければならない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

環境基本計画の進行管理 環境基本計画の進行管理 環境基本計画の進行管理 環境基本計画の進行管理
進行管理の公表・推進委員会の開催 進行管理の公表・推進委員会の開催 進行管理の公表・推進委員会の開催 進行管理の公表・推進委員会の開催
第二次環境基本計画の検討 第二次環境基本計画の検討 第二次環境基本計画の検討 ＊ 第二次環境基本計画の策定 6,400

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 6,400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 6,400

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.38 0.52 0.52 0.38 0.38
正職員人件費 3,344 4,524 4,524 3,306 3,306

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,344 4,524 4,524 3,306 9,706
(11)単位費用

33.44千円／％ 45.24千円／％ 45.24
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

環境基本計画の総合的・計画的な行政運営をはかるため、各課との調整を図り、市全体として環境基本計画に掲げた施策 ●①事前確認での想定どおり
を計画的に着実に実現していくため、進行管理をしていくことが必要である。また、市民との情報を共有し連携しながら ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 点検するため公表することも必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市全体として環境基本計画に掲げた施策を計画的に実現していくため、進行管理調査を実施し、結果を公表した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の環境基本計画の進行管理であり、市が行わないと実効性

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 がないため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 計画改定時には、市民公募委員４名を含む環境審議会の意見 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を反映させている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 環境基本計画を推進することで、環境配慮とつながっている 環境に関する問題について、市の施策の進行管理を実施した ●①想定どおり
■②生き物と共存している 。 。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

実行計画に沿って進行管理を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,524 △1,180 4,524 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△35.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.21

% 10万円 2.21 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市の次期総合計画と整合性を図るため、環境基本計画の計画期間を2年延長した。
次期環境基本基本計画策定に向けて、同じく2年延長した環境基本計画実行計画に基づき進行管理を行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 296 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 環境基本基本計画の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 環境基本計画の進行管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.52 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,524 千円 (うち人件費 4,524 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の満足度や成果に視点をおいた行政運営を進めるため、行政評価や事業仕分け、各種審議会を活用しな 環境基本計画実



アムや古利根沼周 谷津ミュージアム内の地権者と谷津ミュージアムとで相乗効果が上がるような土地利用を行う。
施策目的・

(2)目的 辺の保全などの核となる事業を推進します。また、くらしの中で自然が感じられるよう、「手賀沼沿い斜面 事業目的
展開方向

林保全条例」と「緑地等保全及び緑地の推進に関する条例」に基づく指定やその維持管理に対する助成など
・谷津ミュージアム事業構想に基づき、谷津の自然の多様な生態系や自然的景観の保全を図るため、谷津ミ 使用貸借契約、協定締結、緑地指定に向け調整を進める：4月～
ュージアム事業構想との整合性を図った土地利用の使用貸借契約又は、協定を地権者と締結していく。
さらに、谷津の自然の重要な構成要素である樹林地などの荒廃を防ぐために、既存の「我孫子市緑地等の保 当該年度
全及び緑化の推進に関する条例」を活用し、５００㎡以上の緑地を保存緑地として指定し、保全を進める。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・谷津ミュージアム区域内の歩行者の安全を考慮し、市道の付け替えについても調整を図る。

使用貸借契約、協定締結、保存緑地指定の調整・交渉回数 想定値 10当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 10

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 協定の締結等により、谷津ミュージアム事業構想との整合性を図った土地利用を行う。 直接 使用貸借契約、協定締結、保存緑地指定の調整・交渉回数 回 10 10

令和 3年度 協定の締結等により、谷津ミュージアム事業構想との整合性を図った土地利用がされている。 直接 使用貸借契約、協定締結、保存緑地指定の調整・交渉回数 回 10

令和 4年度 協定の締結等により、谷津ミュージアム事業構想との整合性を図った土地利用がされている 直接 使用貸借契約、協定締結、保存緑地指定の調整・交渉回数 回 10

谷頭部の自然環境保全のため、地権者に谷津ミュージアム事業の主旨を理解していただくように説明する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地権者との用地交渉 地権者との用地交渉 地権者との用地交渉 地権者との用地交渉

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.07 0.07 0.08 0.08
正職員人件費 704 609 609 696 696

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 704 609 609 696 696
(11)単位費用

70.4千円／回 60.9千円／回 60.9
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

谷津ミュージアム区域内には今でも貴重な湿地や水辺や樹林地が残されており、これらの環境の維持、拡大は生物の生息 ●①事前確認での想定どおり
環境を確保する観点からも大変重要である。谷津ミュージアム事業構想との整合性を図った土地利用を行うには、市が主 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 体的に地権者との使用貸借や協定締結、保存緑地指定する必要がある。また、ゴルフボールが飛んでくる可能性のある市 ○要
   背景は？(事業の必要性) 道の安全を考慮し、道路の付け替えについて調整していく。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

谷津ミュージアム内にある貴重な湿地や水辺、樹林地が残されており、これらの自然環境を保全していく必要がある。
市が賃借してる土地についても、重要性を丁寧に説明しながら活用することが出来た。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が策定した谷津ミュージアム事業構想との整合性のとれた

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 事業を進めるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 谷津ミュージアム内に残されている貴重な湿地、水辺、樹林 市所有地及び市借用地について、最大限活用し、事業を推進 ●①想定どおり
■②生き物と共存している 地を保全する。 することが出来た。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
10 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

地必要に応じて、地権者との交渉を実施することが出来たため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 10 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 609 95 609 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

13.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.64

回 10万円 1.64 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
谷津ミュージアムの自然環境維持、ポテンシャルを最大限に発揮できるよう、地権者との交渉を継続して実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 297 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 谷津ミュージアムの推進 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 谷津の自然環境保全に向けた用地交渉及び協定締結業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 ■天王台 ■湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 609 千円 (うち人件費 609 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11301 重点１ ●有 ○無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多くの市民が自然にふれあい、憩うことができるよう、市民との連携により谷津ミュージ



づくりを行う。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
生き物に関する様々な苦情相談に対して正しい情報を提供し、また、解決に向けた助言や解決策を提示する 広報、ＨＰ等で生態や対処法などの情報提供を行う。蜂については駆除業者と年度始めに協議を行い、情報
ことにより、市民の不安を取り除き安心した市民生活を送れるようにする。 収集をするとともに早めに巣に気付くように市民に対して注意を喚起する。市民に対しては複数の業者を紹

当該年度 介し、提供する情報が偏らないようにする。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

苦情相談の解決率(解決件数/相談件数） 想定値 95当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 90

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 現況調査をし、生きものとの共存を図る。 直接 苦情相談の解決率(解決件数/相談件数） ％ 90 95

令和 3年度 現況調査をし、生きものとの共存を図る。 直接 苦情相談の解決率(解決件数/相談件数） ％ 95

令和 4年度 現況調査をし、生きものとの共存を図る。 直接 苦情相談の解決率(解決件数/相談件数） ％ 95

不在地主所有地のハチの巣に関する苦情について、現在は所有者を調べて駆除依頼通知を郵送している。駆除依頼しても駆除が
(7)事業実施上の課題と対応 行われず、緊急に撤去する必要が出た場合は、民法の規定により対応する。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

蜂・害虫駆除業者の紹介 蜂・害虫駆除業者の紹介 蜂・害虫駆除業者の紹介 蜂・害虫駆除業者の紹介
生物に関する苦情、相談対応 生物に関する苦情、相談対応 生物に関する苦情、相談対応 生物に関する苦情、相談対応

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.39 0.5 0.5 0.39 0.39
正職員人件費 3,432 4,350 4,350 3,393 3,393

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,432 4,350 4,350 3,393 3,393
(11)単位費用

36.13千円／％ 45.79千円／％ 48.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

都市化が進み、生きものの生息環境も従来と変わってきている。また、自然の生物に不慣れであったりマスコミによる注 ●①事前確認での想定どおり
意喚起の情報により、問題をどう解決したらよいかわからない市民が増えている。これらの苦情相談に対して適切な助言 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ や情報を与える窓口が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ハチや害虫等の苦情に対し、適切に対応することが出来たため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民が抱く不安等を払拭するために、適切な対応をすること

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が出来た。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 害虫等の相談に対応することにより、生き物との共存を図っ むやみな殺傷や捕獲等をしないためにも、適切な対応を心掛 ●①想定どおり
■②生き物と共存している ている。 け、生き物との共存を図った。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

生き物苦情は、解決できない案件もあるが、概ね解決したことで目標達成となっ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 90 94.74

た。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,350 △918 4,350 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△26.75

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.18

％ 10万円 2.07 94.95

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民からの生き物に対する苦情等の対応は必要不可欠であるため、今後も適切に対応していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 299 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 蜂･害虫などの相談業務 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,350 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとともに、 市民が安心して暮らせるまち



除する。
施策目的・

(2)目的 とともに、生態系へ及ぼす悪影響について広く啓発し、生態系のかく乱につながるような在来種の乱獲と新 事業目的
展開方向

たな外来生物の移入を防止します。
市内で生育が確認されている「オオフサモ」や「アライグマ」などについて、環境省の確認による防除計画 ・防除  対象：オオフサモ
に基づいて対応する。 ・場　　　所：岡発戸地先(谷津ミュージアム事業内)
　 当該年度 ・防除の方法：人力による引き抜き

執行計画 ・処分の方法：焼却処分
(3)事業内容 内　　容 ・監　　　視：定期的に生育状況を確認し、駆除をめざす

※アライグマについては、千葉県の防除計画に基づいて適切に対応する。
市内におけるアライグマ・オオフサモ等の防除箇所 想定値 3当該年度

単位 箇所
活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内で生育が確認されている「オオフサモ」や千葉県内全域に生息する「アライグマ」などについて、防除を行う。 直接 市内におけるアライグマ・オオフサモ等の防除箇所 箇所 3 3

令和 3年度 市内で生育が確認されている「オオフサモ」や千葉県内全域に生息する「アライグマ」などについて、適切な防除が行われてい 直接 市内におけるアライグマ・オオフサモ等の防除箇所 箇所 3
る。

令和 4年度 市内で生育が確認されている「オオフサモ」、千葉県内で生息している「アライグマ」が根絶されている。 直接 市内におけるアライグマ・オオフサモ等の防除箇所 箇所 3

・市内全域での自然環境調査を実施し、どこに、どういった特定外来種が生育しているかを把握する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・アライグマ処分運搬(有料道路料金) 2 ・アライグマ処分運搬(有料道路料金) 2 2 ・アライグマ処分運搬(有料道路料金) 2 ・アライグマ処分運搬(有料道路料金) 2
・旅行雑費 1 ・旅行雑費 2 2 ・旅行雑費 2 ・旅行雑費 2

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3 合　　計 4 4 合　　計 4 合　　計 4
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3 4 4 4 4

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.23 0.3 0.3 0.23 0.23
正職員人件費 2,024 2,610 2,610 2,001 2,001

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,027 2,614 2,614 2,005 2,005
(11)単位費用

675.67千円／箇所 871.33千円／箇所 217.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

生態系への影響や農林産業や人体への被害を防止するため、市内において、どこに、どういう種類の特定外来種が生育・ ●①事前確認での想定どおり
生息しているかを把握し、環境省の確認を経て、計画的に防除していくことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内に生息する特定外来生物等の把握や防除を適切に実施することが出来たため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 外来生物法により、国等が特定外来生物の防除等の措置を講

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ずる必要があるとされているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り オオフサモ防除作業については、谷津の市民ボランティアと 市民からの通報を受け、特定外来生物等の防除を実施した。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 連携して実施する。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 在来種の保全をはじめとして、生態系の保全を図っている。 在来種の保全のため、生態系に大きな影響を及ぼす特定外来 ●①想定どおり
■②生き物と共存している 生物等の防除を実施した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

特定外来生物であるアライグマの通報が多く、防除のための箱ワナを設置したこ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 12 400

とで目標達成となった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,614 △587 2,614 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△28.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 特定外来生物であるアライグマの通報が多く、防除のた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 めの箱ワナを設置したことで実績値が増加し、目標値以

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.11 上となった。

箇所 10万円 0.46 418.18

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市内に生息する特定外来生物の把握に努め、引き続き、防除等の措置を講じていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1567 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 外来生物防除事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,614 千円 (うち人件費 2,610 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11303 重点１ ●有 ○無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生態系への影響や農業などへの被害を防止するため、外来生物の生息実態の把握、防除や適正な管理を行う 市内に生育・生息する外来生物を防



もに、 放射能に対する市民の不安を解消し、市民の平穏な生活環境を確保する。
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治
放射線量測定結果などのデータの公表や、放射能全般に関する相談への対応など、総合的な放射能対策を推 ・放射能対策会議の開催          　　・市民、自治会への測定器の貸し出し
進する。 ・放射能に関する市民からの相談対応　・自治会、市民団体等が行う放射線量低減対策への支援
なお、小中学校や公園などの除染作業に係る予算については、平成２９年度から手賀沼課（放射能対策室） 当該年度 ・東京電力への原子力損害賠償請求　　・国、県、東京電力などへの要望活動
が一括して計上している。 執行計画 ・市民等が持ち込む食品等の放射性物質検査

(3)事業内容 内　　容 　　など

市民等への測定器の貸し出し件数 想定値 20当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 放射能に対する市民の不安が軽減している。 直接 小・中学校、保育園、公園における放射線量の基準値（０．２３マイ ％ 100 100
クロシーベルト未満）達成率

令和 3年度 放射能に対する市民の不安が解消されている。 直接 小・中学校、保育園、公園における放射線量の基準値（０．２３マイ ％ 100
クロシーベルト未満）達成率

令和 4年度 放射能に対する市民の不安が解消されている。 直接 小・中学校、保育園、公園における放射線量の基準値（０．２３マイ ％ 100
クロシーベルト未満）達成率

除染に伴い発生した除去土壌の取り扱いは、国が処分方法を示さないため「保管」に留まっている。また、人件費など、東京電
(7)事業実施上の課題と対応 力が賠償に応じない放射能対策経費は、依然として市が立て替えている状況にある。そのため、原子力損害賠償紛争解決センタ 代替案検討 ○有 ●無

ーへのあっせん申立てを行うとともに、県内の関係市等と連携し、国や東京電力に早急な対応を引き続き強く求めていく。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 普通旅費 5 ＊ 普通旅費 5 0 ＊ 普通旅費 5 ＊ 普通旅費 5
＊ 消耗品費 5 ＊ 消耗品費 5 0 ＊ 消耗品費 5 ＊ 消耗品費 5
＊ 公用車燃料費 31 ＊ 公用車燃料費 37 13 ＊ 公用車燃料費 37 ＊ 公用車燃料費 37
＊ 測定器点検・校正費 519 ＊ 測定器点検・校正費 308 308 ＊ 測定器点検・校正費 323 ＊ 測定器点検・校正費 323
＊ 放射線量低減対策委託料 500 ＊ 放射線量低減対策委託料 150 0 ＊ 放射線量低減対策委託料 500 ＊ 放射線量低減対策委託料 500
＊ 放射性物質検査業務委託料 0 ＊ 公用車点検・修繕費 65 15 ＊ 公用車車検代 121 公用車点検・修繕費 50
＊ ※商業観光課から事務移管

実施内容 ＊ 　9月補正で減額
＊ 公用車車検代 121

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,181 合　　計 570 336 合　　計 991 合　　計 920
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △645 107 188 178 107

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,826 □特会 □受益 □基金 ■その他 463 148 □特会 □受益 □基金 ■その他 813 □特会 □受益 □基金 ■その他 813
換算人数(人) 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 6,960 6,960 6,960 6,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,221 7,530 7,296 7,951 7,880
(11)単位費用

274.03千円／件 376.5千円／件 1,042.29
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福島第一原子力発電所の事故から９年が経過し、除染や放射性物質の自然減衰により市内の空間線量は大きく低減した。 ●①事前確認での想定どおり
しかし、手賀沼の魚の出荷制限の継続など課題が残っており、また、食品への影響など、放射能に対する市民の不安が未 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ だにあることから、引き続き放射能対策を進めていく必要がある。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

原発事故から１０年が経過し相談や食品の検査などかなり減少してきているが、未だに放射性物質による健康影響を心配
する市民や我孫子市への転入を考えている方からの問合せがあることから、事業を縮小し継続していく。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内の放射線量の測定や食品の検査及びその結果の公表など

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市民の安全、安心の確保のため市主導で事業を実施する必
□その他 　促進された 要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民から、市が貸出している測定器を用いて実施した放射線 測定器の貸出しを利用した方から測定結果を受けるなど、市 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 量測定結果のデータを任意で提出していただくなど、市内の 民と協力して市内の放射線量の把握に努めた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 放射線量の実態把握に、市民と市が協力して取り組んでいる ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

これまでに市が実施してきた除染や放射性物質の自然減衰による放射線量の減衰
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

が目標達成につながった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,530 691 7,296 96.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

8.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.33

％ 10万円 1.37 103.01

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
除染に積極的に取組んできたことや放射性物質の自然減衰により、市内の放射線量は問題のないレベルにある。原発事故から１０年が経過し残 令和３年度には、市内公共施設の放射線量測定の手法や給食食材の検査のあり方について、検討するとともに、本事業に公園緑地課所管の「公
る課題は、手賀沼の魚類の出荷制限への対応、東京電力への損害賠償、国の対応が定まらない指定廃棄物・除染除去土壌の処分がある。これら 園の放射能対策」を結合し、効果的・効率的に実施していく。
の課題に適切に対応していくとともに、測定器の貸出しや食品検査の事業の状況の推移を見ながら公園緑地課所管の「公園の放射能対策」と一
体して事業を結合していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1857 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 福島第一原発事故に伴う放射能汚染問題への対応 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,880 千円 (うち人件費 6,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,530 千円 (うち人件費 6,960 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を継続して行うとと



エネルギーの有効利用と地球環境への負荷の軽減を図る
施策目的・

(2)目的 での環境教育などを通して、市民や事業者への意識啓発を図り、電気や燃料使用量の節減などの省エネルギ 事業目的
展開方向

ーの取り組みを推進します。また、住宅用太陽光発電システムへの助成などによって、一般家庭での自然エ
千葉県住宅用省エネルギー設備等促進事業補助金を活用し、家庭における地球温暖化対策の推進のため、家 ○予算決定後、申請要領配布、広報・ＨＰで住宅用省エネルギー設備等導入促進事業を周知する。
庭用蓄電池、太陽光発電システムなどの省エネルギー設備等の導入経費に対して補助金を交付する。それぞ ○４月１日から随時申請を受け付ける。補助に当たっては的確に審査する。
れ１件あたり燃料電池５万円、蓄電池１０万円、太陽熱利用システム５万円、太陽光発電システム１ｋＷあ 当該年度
たり２万円（９万円限度）、断熱窓（補助対象経費の４分の１、８万円限度）の設置費を補助する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 太陽光発電システムに関しては、市内業者と契約した場合には１万円の上乗せ補助をする。

省エネルギー設備等補助件数 想定値 93当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 114

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内戸建住宅に省エネルギー設備等を普及させる。 直接 省エネルギー設備等補助件数 件 114 93

令和 3年度 補助金検討委員会にかけているため、次年度以降の事業継続は未定であるが、引き続き、市民の自然エネルギーに対する意識の 直接 省エネルギー設備等補助件数 件 93
啓発を図り、市民の戸建住宅の省エネルギー等設備導入件数を増やす。

令和 4年度 補助金検討委員会にかけているため、次年度以降の事業継続は未定であるが、引き続き、市民の自然エネルギーに対する意識の 直接 省エネルギー設備等補助件数 件 93
啓発を図り、市民の戸建住宅の省エネルギー設備導入件数を増やす。
住宅用省エネルギー設備導入費は、コストが下がってきたものの、依然初期投資費用が高額である。しかし、地球温暖化防止の

(7)事業実施上の課題と対応 効果は高く、設置者の満足度も高いので、引き続き広報等でＰＲしていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

太陽光発電システム設置費補助金 4,500 太陽光発電システム設置費補助金 3,600 2,295 太陽光発電システム設置費補助金 3,600 太陽光発電システム設置費補助金 3,600
燃料電池設置費補助金 800 燃料電池補助金 100 350 燃料電池補助金 100 燃料電池補助金 100
蓄電池設置費補助金 4,000 蓄電池補助金 7,600 5,700 蓄電池補助金 7,600 蓄電池補助金 7,600
太陽熱利用システム設置費補助金 50 太陽熱利用システム 50 0 太陽熱利用システム 50 太陽熱利用システム 50
太陽光発電システム(市内事業者施工市 150 太陽光発電システム(市内事業者施工市 100 20 太陽光発電システム(市内事業者施工市 100 太陽光発電システム(市内事業者施工市 100
上乗せ分） 上乗せ分） 上乗せ分） 上乗せ分）

断熱窓補助金 400 1,380 断熱窓補助金 400 断熱窓補助金 400
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,500 合　　計 11,850 9,745 合　　計 11,850 合　　計 11,850
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 3,500 補助率 100 ％ 10,850 9,723 補助率 100 ％ 11,750 補助率 100 ％ 11,750
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,000 1,000 22 100 100

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.6 0.6 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 5,220 5,220 1,740 1,740

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,260 17,070 14,965 13,590 13,590
(11)単位費用

135.66千円／件 183.55千円／件 131.27
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

住宅用省エネルギー設備、再生可能エネルギー設備は、地球温暖化対策として有効であり、国においても補助制度がある ●①事前確認での想定どおり
などその導入促進が不可欠になっている。しかし、設備の導入には高額な費用を要し、個人の負担が大きいため、補助金 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ を交付することで促進につなげていく必要がある。市の基本計画及び環境基本計画でもその支援について明記されている ○要
   背景は？(事業の必要性) 。また、本事業を実施することにより、環境に負荷を与えない社会づくりの啓発になる。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

省エネルギー設備等の補助金を交付することで、地球温暖化対策及び環境に負荷を与えない社会づくりへの啓発を図るこ
とができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 住宅用省エネルギー設備等の導入は環境への負荷低減に有効

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 であるが、個人の費用負担が大きく支援が必要である。また
□その他 　促進された 、本事業を推進することで環境負荷低減の啓発になり、災害

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した に備えることにもつながる。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 省エネルギー設備、再生可能エネルギー設備の普及により、 省エネルギー設備及び再生可能エネルギー設備の普及を図る ●①想定どおり
□②生き物と共存している 環境負荷低減につながる。 ことにより、環境負荷低減につながる。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
114 93 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

太陽光発電は想定より少ない件数だったが、燃料電池及び令和2年度より開始さ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 114 122.58

れた断熱窓の申請が多く寄せられたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 17,070 △5,810 14,965 87.67
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

申請・補助件数は多かったが、太陽光発電等積載容量により補助金額が
変わるため、補助金額自体は予算より下回った。

△51.6

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 令和2年度より開始された断熱窓の申請及び燃料電池の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 申請が想定を上回ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.54

件 10万円 0.76 140.74

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
住宅用省エネルギー設備等の導入は環境への負荷低減に有効であるが、個人の費用負担が大きく支援が必要である。また、本事業を推進するこ
とで、環境負荷低減の啓発になり、災害に備えることにもつながるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2048 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 住宅用省エネルギー設備導入促進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,070 千円 (うち人件費 5,220 千円）⑦事業費
総事業費 2,000 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12101 重点１ ○有 ●無 (計画名) 環境基本計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地球温暖化の原因となる温室効果ガス量を削減するため、「市民・事業者への環境配慮指針」の普及や学校 自然



環境保全啓発を主目的に、その役割を補完・向上するための機能を付け加え、市内外の交流人口
施策目的・

(2)目的 向上を図ります。また、手賀沼に親しめる交流拠点としての活用が期待される手賀沼親水広場、鳥の博物館 事業目的 の拡大や地域活性化に寄与することを目的とする。
展開方向

、高野山桃山公園、アビスタ、手賀沼公園などの公共施設や手賀沼周辺の歴史的・文化的遺産をネットワー
・親水広場の巡回業務、受付業務（土日祝祭日）プラネタリウム投影業務、維持管理業務、清掃業務等につ ・施設管理運営業務（総合管理）を委託により実施
いて施設管理運営業務を一括委託して実施する。 ・展示室、展望室、プラネタリウム、水の広場、青空広場等を一般の利用に供する。
・提案型公共サービス民営化事業の提案に基づきプラネタリウムのデジタル化と施設の管理運営委託を一本 当該年度 ・研修室貸出のための申請受付及び許可書発行
化する。 執行計画 ・親水広場における環境学習事業の実施

(3)事業内容 内　　容 ・水環境保全啓発に関する展示の充実を図り、環境情報の発信の場としていく。 ・じゃぶじゃぶ池水遊び期間の運用（７月～９月）
・親水広場を活用しての様々な環境学習事業の充実を図る。
・多目的広場で様々なイベントが行えるよう整備方法や運用等について検討する。 委託管理業務の執行管理件数：施設管理運営業務、機械警備、展示施 想定値 4当該年度
・改修されたじゃぶじゃぶ池に子ども達や保護者の来場を促すことで、さらなる地域の賑わいを造り出す。 設保守管理、プラネタリウム装置保守管理、 単位 件

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 農産物直売所利用者を含む来場者の受け入れ、施設管理、研修室等の貸出、プラネタリウムの投影等により親水広場を一般の利 直接 入館者数（４～３月） 人 466,705 470,000
用に供する。

令和 3年度 農産物直売所利用者を含む来場者の受け入れ、施設管理、研修室等の貸出、プラネタリウムの投影等により親水広場を一般の利 直接 入館者数（４～３月） 人 470,000
用に供する。

令和 4年度 農産物直売所利用者を含む来場者の受け入れ、施設管理、研修室等の貸出、プラネタリウムの投影等により親水広場を一般の利 直接 入館者数（４～３月） 人 470,000
用に供する。
整備が必要な老朽化した親水広場の水景施設等については、市の財政状況等も踏まえたうえで、現状を維持管理していく。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

施設維持管理消耗品費 511 消耗品費 853 458 消耗品費 853 消耗品費 853
光熱水費（電気・ガス・水道） 13,728 燃料費（プールクリーナー） 47 0 燃料費（プールクリーナー） 47 燃料費（プールクリーナー） 47
備品展示施設等修繕費 100 印刷製本費 10 10 印刷製本費 10 印刷製本費 10
施設維持修繕費　 570 光熱水費（電気・ガス・水道） 14,067 8,467 光熱水費（電気・ガス・水道） 14,067 光熱水費（電気・ガス・水道） 14,067
通信運搬費（インターネット）　 12 備品展示施設等修繕費 100 99 備品展示施設等修繕費 100 備品展示施設等修繕費 100
水質検査手数料（水の広場） 39 施設・水景施設修繕費 570 928 施設・水景施設修繕費 570 施設・水景施設修繕費 570
機械警備委託料 327 通信運搬費（インターネット） 12 12 通信運搬費（インターネット） 12 通信運搬費（インターネット） 12

実施内容 施設管理運営業務委託料（H29.4.1～H34 49,079 水質検査手数料（水の広場・じゃぶじゃ 99 12 水質検査手数料（水の広場・じゃぶじゃ 99 水質検査手数料（水の広場・じゃぶじゃ 99
展示物設備保守管理業務委託料 858 特定建築物定期検査等委託料 109 73 じゃぶじゃぶ池日常清掃委託料 903 じゃぶじゃぶ池日常清掃委託料 903

(8)施行事項
費　　用 プラネタリウム装置保守点検委託料 415 じゃぶじゃぶ池日常清掃委託料 903 0 機械警備委託料（R1.9.1～R4.8.31） 330 機械警備委託料（R1.9.1～R4.8.31） 330

手賀沼親水広場土地賃借料 3,902 機械警備委託料（R1.9.1～R4.8.31） 330 330 施設管理運営業務委託料（債務負担H29. 50,112 施設管理運営業務委託料 50,000
手賀沼親水広場用原材料費 90 施設管理運営業務委託料（債務負担H29. 49,769 49,769 展示物及び水槽監理委託料 858 展示物及び水槽監理委託料 858
自動体外式除細動器（ＡＥＤ）リース 22 展示物及び水槽監理委託料 858 825 プラネタリウム装置保守点検委託料 418 プラネタリウム装置保守点検委託料 418

＊ じゃぶじゃぶ池消耗品 126 プラネタリウム装置保守点検委託料 418 418 手賀沼親水広場土地賃借料 3,902 手賀沼親水広場土地賃借料 3,902
＊ じゃぶじゃぶ池燃料費 48 手賀沼親水広場土地賃借料 3,902 3,902 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）リース 86 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）リース 86
＊ じゃぶじゃぶ池光熱水費 392 自動体外式除細動器（ＡＥＤ）リース 86 39 多目的広場原材料費 90 多目的広場原材料費 90
＊ じゃぶじゃぶ池水質検査（井水・池水） 78 多目的広場原材料費 90 87 じゃぶじゃぶ池ろ過装置・制御盤等保守 320 じゃぶじゃぶ池ろ過装置・制御盤等保守 320
＊ じゃぶじゃぶ池日常清掃及び水質管理業 490 ９月補正予算 △1,771 じゃぶじゃぶ池ポンプ槽等清掃 120 じゃぶじゃぶ池ポンプ槽等清掃 120
＊ じゃぶじゃぶ池備品購入費 1,185 ３月補正予算 △3,800

予算(決算)額 合　　計 71,972 合　　計 66,652 65,429 合　　計 72,897 合　　計 72,785
国庫支出金 補助率 0 ％ 1,157 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 66,439 61,713 61,333 67,958 67,846

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 ■その他 4,376 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,939 4,096 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,939 □特会 □受益 □基金 ■その他 4,939
換算人数(人) 0.7 0.6 0.6 0.65 0.65
正職員人件費 6,160 5,220 5,220 5,655 5,655

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 78,132 71,872 70,649 78,552 78,440
(11)単位費用

19,533千円／件 17,968千円／件 17,662.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市内外の交流人口の拡大と地域活性化を図るため、より効果的な水環境保全に関する啓発活動を行うとともに、利用者向 ●①事前確認での想定どおり
けサービス機能を設け、魅力ある施設としてより多くの来場者に環境学習の場、憩いの場、賑わいの場等を提供する必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

本年度の入館者数は順調に推移している。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が県より移譲を受けた水環境保全啓発施設として、市が運

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 営する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 手賀沼親水広場は、水環境保全啓発を目的とした施設であり 水環境保全啓発を目的とした施設であり、イベントや展示を ●①想定どおり
□②生き物と共存している 、手賀沼の自然環境をを生かし、手賀沼の浄化等について情 通して情報を発信している。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している 報を広く発信するものである。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
466,705 470,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症の影響により、遠出ができない状況もあり、農産物直
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 482,738 102.71

売所や親水広場に多くの来場者があった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 71,872 6,260 70,649 98.3
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

提案型公共サービス民営化制度での提案により、管理運営業務とプラネタリウム
の番組作成・運営を併せて委託することで、経費の削減を図っている。また、プ

8.01 ラネタリウム、研修室や観光望遠鏡、コインシャワー等の使用料を利用者から徴
収している。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症の影響により、遠出ができな

単位 費用単位 ○①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？

様

実績値(h) ○③目標

式

値以下 い状況もあり、

第

農産物直売所や親水広

３

場に多くの来場者
●②

号

複数年度の指標：(目

事

標値－現況値)×費用

務

単位／事業費 (h/e

事

)×100 ●不要
  

業

 (目標対費用) 4.

評

58 があった。
人 10

価

万円 22.69 495

表

.41

３．事後評価

●

（

現状どおり推進 ○拡充

令

○縮小 ○結合 ○休止 ○

和

廃止 ○事業手法見直し

 

○その他(事業完了な

2

ど)

評
　
価

評価コメン

年

ト 改善策及び展開方向

度

水環境保全啓発施設と

）

して、施設の維持管理

事

をするとともに、今後

業

もより多くの来場者を

コ

誘致し、交流人口の拡

ー

大を図る必要がある。

ド 2127 課コード 0401 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 環境経済部・手賀沼課

個別事業 親水広場の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 77,443 千円 (うち人件費 5,220 千円）⑦事業費
総事業費 167,714 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 71,872 千円 (うち人件費 5,220 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 11202 重点２ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

手賀沼に多くの人に訪れてもらうため、周辺の歩道や公共サインなどを整備するとともに、交通アクセスの 手賀沼の水


